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第Ⅰ章 文献的考察 
 
A. 近年の職場における心の健康問題とその対策の動向 
a. 職場における心の健康問題の増加とその背景 
日本においては、1990 年代以降に情報化が急速に進行し、それに伴い、労働者には高
い技術力や幅広い専門知識など他人とは違うプラスアルファの能力や、全社的なコミュ
ニケーション能力などより高い能力が求められるようになってきている 1)。また、バブ
ル崩壊以降に長引く不況を迎え、業績・成果主義的な賃金制度の導入、雇用の縮小、人
員削減、非正規雇用比率の上昇など雇用情勢が大きく変化し 1-3)、さらに、能力主義、成
果主義の人事制度の導入率が高まると予想されており 4)、労働環境は引き続き変化して
いくと考えられる。 
このような労働環境の変化などにより、近年、職場における心の健康問題が増加 5)し
て社会問題化しており、労働者のメンタルヘルスとその対策が注目されてきている。 
厚生労働省が 5 年に 1 度実施している労働者健康状況調査 6-8)において、自分の仕事
や職業生活に関して強い不安、悩み、ストレスがあると回答した労働者は、1997 年調査
以降、60％を超えた状態が続いている。 
さらに、2012 年に連合総合生活開発研究所が民間企業の労働者を対象に行った調査
9)において、64.9%が仕事において過度な精神的ストレスを抱えていると回答している。 
2010 年に労務行政研究所が民間企業を対象に行った調査 10)において、過去 3 年間で
メンタルヘルス不全の増減について「増加」と回答した企業が 44.4%と最も多かった。
特に増加が目立つ年代としては、30 歳代が 48.2%、20 歳代が 47.3%と比較的若い世代
でメンタルヘルス不全が目立っている。また、同調査では、メンタルヘルス不全で休職
した社員の職場復帰についても調査しており、職場復帰割合が半分に満たないと回答し
た企業は 24.7%と約 4分の 1を占めており、メンタルヘルス不全の発症予防だけでなく、
円滑な職場復帰の支援も課題となっている。 
2012 年に独立行政法人労働政策研究・研修機構が全国の民間企業を対象に実施した
「職場におけるメンタルヘルス対策に関する調査」において、メンタルヘルス不全を抱
えている正社員は、31.7%の事業所で増加傾向にある。同調査では仕事の多さとメンタ
ルヘルス不全の関連を検討しており、仕事量が「増えた」「やや増えた」事業所ではメン
タルヘルス不全を抱えた社員がいるのは、それぞれ 71.2%、61.2%で、一方、仕事量が
「減った」「やや減った」事業所では、それぞれ 46.9%、59.6%となっており、仕事量が
増えるほど、メンタルヘルス不全を抱えている正社員のいる事業所の割合が高くなって
いる。さらに、46.0%の事業所が心の健康問題が今後深刻化すると回答している 11)。 
また、2012 年に独立行政法人労働政策研究・研修機構が全国の民間企業を対象に実施
した「メンタルヘルス、私傷病などの治療と職業生活の両立支援に関する調査」12)にお
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いて、調査時点の病気休職制度を利用した休職者人数の 1 事業場当りの平均値は全体で
は 0.74 人で、うちメンタルヘルス不全によるものが 0.37 人と最も多く全体の半分を占
めていた。過去 3 年間において病気休職制度の新規利用者人数に占める復職者人数の比
率（以下、復職率）は、全体で 51.9%、疾患別ではその他の身体疾患が 66.5%、心疾患
が 65.6%と復職率が高い一方、メンタルヘルス不全が最も低く 45.9%であった。また、
病休職の取得を経て復帰した社員の再発については、半分以上が再発を繰り返している
という回答の割合は、身体疾患が 9.0%であるのに対しメンタルヘルス不全は 32.4%であ
った。過去 3 年間の疾病の増減状況については、増加と回答した割合は、メンタルヘル
ス不全が 43.9%で最も高く、次いで、糖尿病・高血圧等の生活習慣病 38.3%であった。 
また、日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所が 2012 年に全国の上場企業を対象に
行った調査 13)においては、最近 3 年間におけるメンタルヘルス不全は増加傾向にあると
37.6%の企業が回答し、2002 年の調査開始以降初めて 40％以下となったものの、減少
傾向は 7.8%と微増に留まっている。さらに年代別に見ると、メンタルヘルス不全の多い
年齢層は 40 歳代が 36.2%、30 歳代が 34.9%と回答しており、2002 年調査開始以降初
めて 40 歳代が最多となったが、30、40 歳代でメンタルヘルス不全が多い状態に変化は
見られない。同調査では、職場の状況とメンタルヘルス不全の増減の関係についても検
討されており、「人を育てる余裕が職場になくなってきている」という企業では、メンタ
ルヘルス不全が増加した割合が 42.2%であったのに対し、そうでない企業は 22.9%に留
まっていた。次に「管理職の目が一人ひとりに届きにくくなっている」という企業では
メンタルヘルス不全が増加した割合が 42.1%であったのに対し、そうでない企業は
27.9%に留まっていた。最後に「仕事の全体像や意味を考える余裕が職場になくなって
きている」という企業ではメンタルヘルス不全が増加した割合が 41.6%であったのに対
し、そうでない企業は 29.2%に留まっており、心理社会的職場環境とメンタルヘルス不
全の関連が指摘されている。 
心の健康問題が大きな課題となっているのは、民間企業だけに留まらない。文部科学
省の「平成 22 年度教育職員に係る懲戒処分等の状況について」14)によると、病気休職
のうち精神疾患によるものの割合は年々増加傾向にあり、平成 22 年度では 62.4%を占
めている。また、人事院の平成 23 年度国家公務員長期病休者実態調査結果の概要 15)に
よると、長期病休の原因として最も多いのは「精神及び行動の障害」であり、全体の 64.6%
を占めていた。また、年代別にみてもすべての年代で「精神及び行動の障害」が長期病
休の原因の第 1 位となっている。 
心の健康問題と経済的損失についても近年研究がなされている。島ら 16)によると、心
の健康問題による推定疾病休業人口は 47 万 4000 人、平均休業月数は 5.2 ヶ月/人であ
り、企業が受ける推定逸失利益は年間で約 1 兆円にものぼると報告している。 
2010 年に厚生労働省が発表した自殺・うつ対策の経済的便益の推計 17)によると、2009
年現在において自殺やうつ病がなくなった場合、経済的便益の推計額は単年で約 2 兆 7
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千億円である。また、2010 年以降に自殺やうつ病がなくなった場合、2010 年での GDP
引き上げ効果は約 1 兆 7 千億円にも上ると推計されている。 
他にも、86.3%の事業所が心の健康問題と生産性の低下に関係があると回答している
という報告 11)もあり、職場においても心の健康問題は、企業の生産性を低下させるとい
う認識が広まっている。 
以上より、民間企業、公的機関を問わず、労働者の心の健康問題が社会問題化してお
り、職場における心の健康問題の対策は、日本の労働衛生領域において喫緊の課題とな
っている。 
 
b. 日本における自殺者数の推移と自殺対策 
自殺者数は、集団の精神的健康度を端的に示す指標のひとつとして精神保健分野で従
来からよく研究されており 18, 19)、労働者の自殺は労働者の精神保健の指標であり、かつ
緊急性の高い問題でもある。警察庁 20)によると、2012 年の自殺者数は 27,858 人で、そ
のうち 34.9%が勤労者で占められている。自殺者数は、前年に比べ 2,793 人（9.1%）減
少し、1997 年以来、15 年ぶりに年間の自殺者数が 3 万人を下回った。1998 年に初めて
年間の自殺者数が 3 万人を超えた際は、50 歳代以降の自殺者数の増加が顕著であったが、
その後同年代の自殺者数は減少傾向となり、2012 年における同年代の自殺者数は 1997
年の水準を下回るまでに至っている。一方、30 歳代は増加傾向にある。また、自殺率で
みると、40 歳代以上では低下傾向にあるものの、20 歳代が増加傾向となっている。以
上より、近年日本国内においては若い世代の自殺が大きな問題となっている。 
また、主要 8 か国（G8; 日本、ロシア、フランス、ドイツ、カナダ、アメリカ、イギ
リス、イタリア）の中では、日本の自殺率はロシアに次いで第 2 位となっている。先進
7 カ国（G7; 日本、フランス、ドイツ、カナダ、アメリカ、イギリス、イタリア）にお
ける 15～34 歳の自殺率は、日本が最も高く 20.0 人/10 万人であり、第 2 位のカナダは
12.2 人/10 万人と日本の約 6 割に留まっている 21)。さらに 15 歳～34 歳における死因の
第 1 位が自殺となっているのは日本のみとなっており、国際社会においても日本の特に
若い世代の自殺が問題となっている。 
このような状況に対して、2006 年に自殺対策基本法が制定され、国、地方公共団体だ
けでなく、事業主に対しても自殺対策における責務が定められ、労働衛生領域において
職場における自殺対策に関心が高まった。そして、翌 2007 年には、自殺対策の指針と
して自殺総合対策大綱を定め、自殺対策の推進を図った。その後、1 年間のフォローア
ップ結果も踏まえて、2008 年に自殺対策の一層の推進を図るため自殺対策加速化プラン
が策定された 22)。同プランでは、 
1. 「自殺の実態を明らかにする」 
2. 「国民一人ひとりの気づきと見守りを促す」 
3. 「心の健康づくりを進める」 
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4. 「適切な精神科医療を受けられるようにする」 
5. 「社会的な取組で自殺を防ぐ」 
6. 「自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ」 
7. 「遺された人の苦痛を和らげる」 
8. 「民間団体との連携を強化する」 
9. 「推進体制の充実」 
 の 9 項目にわたる施策が定められた。 
さらに、2009 年には「自殺対策 100 日プラン」23)が取りまとめられ、翌 2010 年には
「いのちを守る自殺対策緊急プラン」24)が策定された。同プランには、 
1. 普及啓発の推進 
2. 相談・早期対応体制の充実・強化 
3. 状況分析や実態解明による効果的な対策 
4. 制度・慣行の検討 
5. ハイリスク地・ハイリスク者への重点的な対策 
6. 自殺未遂者への支援強化 
7. 自殺者の遺族への支援強化 
8. 組織体制の強化 
9. ワンストップ総合相談体制 
 が盛り込まれた。その後、自殺総合対策大綱は見直され、2012 年に新たに自殺総合対策
大綱が閣議決定された。見直されたポイントとしては、自殺総合対策の基本的な考え方
に、「政策対象となる集団毎の実態を踏まえた対策を推進する」、「国、地方公共団体、関
係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、その連携・協働を推進する」の 2
つが追加されるとともに、当面の重点施策として、「自殺や自殺関連事象等に関する正し
い知識の普及」、「様々な分野でのゲートキーパーの養成の促進」、「大規模災害における
被災者の心のケア、生活再建等の推進」、「児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援
の充実」、「生活困窮者への支援の充実」などの施策が新たに盛り込まれた点が挙げられ
る。 
世界保健機関は、2003 年の世界自殺予防デーに際して「自殺は、その多くが防ぐこと
のできる社会的な問題である」とメッセージを発しており、先の自殺総合対策大綱にも
社会的な取組等により自殺を防ぐことが可能であるとの基本認識が掲げられている。多
くの自殺者はうつ病等の精神疾患を抱えていると言われているが、うつ病等の患者は増
加傾向にあるものの、うつ病の発生頻度（1 年間有病率 4%～11%）からすると、医療機
関を受診しているものはごくわずかと推測されている 21)。また、労働者の自殺のおよそ
70%はうつ病が原因と推定している報告 25)もある。従って、労働者の心の健康問題の対
策は、自殺対策基本法などで事業者に求められている自殺予防の責務においても重要な
役割を果たすと考えられる。 
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c. 健康日本 21 における「こころの健康づくり」 
 こころの健康は、「いきいきと自分らしく生きるための重要な条件だとされている。具
体的には、自分の感情に気づいて表現できること（情緒的健康）、状況に応じて適切に考
え、現実的な問題解決ができること（知的健康）、他人や社会と建設的でよい関係を築け
ること（社会的健康）を意味している。人生の目的や意義を見出し、主体的に人生を選
択するもの」と定義されている 26)。さらに、人生の目的や意義を見出し、主体的に人生
を選択すること（人間的健康）も大切な要素であり、心の健康は「生活の質」に大きく
影響する。 
こころの健康には、個人の資質や能力の他に、身体状況、社会経済状況、住居や職場
の環境、対人関係など、多くの要因が影響し、中でも身体の状態と心は相互に強く関係
している 27, 28)。 
こころの健康を保つには多くの要素があり、適度な運動や、バランスのとれた栄養・
食生活は身体だけでなくこころの健康においても重要な基礎的要素である。これらに、
心身の疲労の回復と充実した人生を目指す「休養」が加えられ、健康のための 3 つの要
素とされてきた。さらに、ストレスと上手につきあうことはこころの健康に欠かせない
要素となっている。 
すべての国民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会とするため、厚生省は、一
次予防を重視し、2010 年までの 10 年間にわたる具体的な数値目標を掲げた健康日本 21
（2000 年）26)を定めた。その中で、こころの健康に関して、「ストレス」「睡眠」「自殺」
の 3 分類、計 4 項目に以下のような目標値を設定し、国民が主体的に取り組む健康づく
り運動を総合的に推進してきた。しかし、2007 年の中間報告書 29)、2012 年の最終評価
30)において、目標値を達成できたのは「睡眠によって休養が十分にとれていない人」の
割合の減少の 1 項目に留まっていた。 
1. ストレス  
・「最近 1 ヶ月間にストレスを感じた人」の割合の減少 
目標値：    全国平均 49%以下 
基準値：    54.6％ 
     中間評価：   62.2％ 
       直近実績値：  61.3%（有意(p＜0.001)に増加） 
2. 睡眠  
・「睡眠によって休養が十分にとれていない人」の割合の減少 
目標値：      全国平均 21%以下 
基準値：      23.1％ 
    中間評価：   21.2％ 
  直近実績値： 18.4%（有意(p＜0.001)に減少） 
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・「眠りを助けるために睡眠補助品（睡眠薬・精神安定剤）やアルコールを使うこと
のある人」の減少 
目標値：      全国平均 13%以下 
基準値：      14.1％ 
    中間評価：   17.6％ 
  直近実績値： 19.5%（有意(p＜0.001)に増加） 
3. 自殺者の減少 
目標値：      22,000 人以下 
基準値：      31,755 人 
        中間報告値：  30,247 人 
        直近実績値： 29,544 人 
そして、2012 年の最終評価を踏まえ、2013 年度以降の健康日本 21（第 2 次）31)が策
定され、以下のような目標値が設定された。 
1. 自殺者の減少（人口 10 万人当たり） 
現状：23.4（平成 22 年） 
目標：自殺総合対策大綱の見直し 
2. 気分障害・不安障害に相当する心理的苦痛を感じている者の割合の減少 
現状：10.4%（平成 22 年） 
目標：9.4%（平成 34 年度） 
3. メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合の増加 
現状：33.6%（平成 19 年） 
目標：100%（平成 32 年） 
さらに、健康日本 21（第 2 次）においては、健やかなこころを支える社会づくりを目指
すためには、こころの健康を維持するための生活やこころの病気への対応を多くの人が
理解し、自己と他者のために取り組むことが不可欠であること、こころの健康対策に社
会全体で取り組む必要があることが改めて強調されている。 
 
d. 21 世紀の労働衛生研究戦略 
上述のような状況のなか、2000 年に今後 10 年間に重点的に実施すべき労働衛生分野
における優先課題と研究展開のための方策が「21 世紀の労働衛生研究戦略」32)として、
21 世紀の労働衛生研究戦略協議会から提案された。本提案からは、ここ 10 年間の労働
者の健康問題を取り巻く環境の変化や職場の労働安全衛生のニーズに対応することを目
指して、労働衛生の重点課題として 18 の優先課題を設定している。その中で、「メンタ
ルヘルスと産業ストレス」は重点課題として位置づけられた。この 18 優先課題は、過
去 10 年間の研究戦略に基づく労働衛生研究の展開のための活動を踏まえ、労働安全衛
生重点研究推進協議会が、2010 年に今後 10 年間における労働安全衛生分野の研究戦略
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として 22 の優先課題が設定されている 33)。その中でも、引き続き「メンタルヘルスと
産業ストレス」は優先課題の 1 つに挙げられており、職場における心の健康問題は日本
全体における重要な課題であると言える。 
 
 e. 行政における心の健康問題に関する施策の動向 
  近年、仕事や職業生活等に関して強い不安やストレスを感じる労働者の割合が 6 割を
超えている。さらに、業務による心理的負荷を原因として精神障害を発病し、あるいは
当該精神障害により自殺に至ったとして労災請求が行われる件数（うち認定件数）は、
昭和 58 年から平成 8 年度の 14 年間では 93（9）件と年間 100 件に満たなかった 34)が、
平成 11 年度には 155（14）件と年間 100 件を超え、その後も請求件数、認定件数とも
に増加傾向にあり 35, 36)、平成 21 年度には 1,181（308）件と年間 1,000 件を超えた 37)。
そして、平成 24 年度は 1,257（475）件と請求件数は前年度比 15 件の減となったが、
認定件数は 475 件と過去最多となった 37)。このような流れを受けて、行政は以下のよう
に、施策の法制化や指針を打ち出すなどして対策を講じてきている。 
 
  e-1. 「心理的負荷による精神的障害等に係る業務上外の判断指針」38) 
業務による心理的負荷を原因として精神障害を発病し、あるいは自殺したとして労
災請求が行われる件数が増加している現状を踏まえ、1999 年に労働省は「心理的負荷
による精神的障害等に係る業務上外の判断指針」を公示した。同指針は、精神障害等
の労災申請を適切に処理するための判断基準としての活用を目的としており、「業務に
よる心理的負荷」、「業務以外の心理的負荷」、精神障害の既往歴や性格傾向などの「個
体側要因」を評価し、自殺の業務起因性の有無についての判断指針が示された。 
    
e-2. 「心理的負荷による精神障害の労災認定基準」39) 
      「心理的負荷による精神的障害等に係る業務上外の判断指針」が示された後、精 
神障害の労災請求件数が大幅に増加し、認定の審査には平均約 8.6 か月を要する事態 
に陥ったため、審査の迅速化や効率化を図るべく、2011 年に厚生労働省は「心理的負 
荷による精神障害の労災認定基準」を改定した。 
 
  e-3. 「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」40) 
労働省は、2000 年に職場における労働者の心の健康の保持増進を目的とした初の指
針である「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」を示したが、同指
針では、事業者に対して、事業場の心の健康づくりに関する職場の現状とその問題点
の明確化、その問題点を解決する具体的な方法等についての基本的な計画（「心の健康
づくり計画」）の策定、以下の「4 つのケア」を推進するとともに、その円滑な推進の
ため、教育研修や職場環境等の改善を図ること、労働者が相談を行いやすい体制を整
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えることなどが示されている。職場には、労働者自身の力だけでは取り除くことがで
きないストレス要因が存在していることから、労働者自身の取り組みだけでなく、事
業者が「4 つのケア」を中心として心の健康問題の対策を積極的に推進することが重
要とされている。 
・ セルフケア 
労働者自身がストレスや心の健康について理解し、自らのストレスを予防、
軽減あるいはこれに対処すること。 
・ ラインによるケア 
労働者と日常的に接する管理監督者が、心の健康に関して職場環境等の改善
や労働者に対する相談対応を行うこと。 
・ 事業場内産業保健スタッフ等によるケア 
事業場の心の健康づくり対策の提言を行うとともに、その推進を担い、また、
労働者及び管理監督者を支援すること。 
・ 事業場外資源によるケア 
事業場外の機関及び専門家を活用し、その支援を受けること。 
 
  e-4. 「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」41) 
厚生労働省は、2004 年に心の健康問題により休業した労働者の職場復帰を支援する
ため、「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」を示した。同手
引きによる職場復帰支援の流れは、病気休業開始から職場復帰後のフォローアップま
で以下の 5つのステップからなっている。厚生労働省は、同手引きを参考にしながら、
個々の事業場の実態に即した形で、事業場の職場復帰支援プログラムを策定し、それ
が組織的かつ計画的に行われることを期待している。 
＜第 1 ステップ＞病気休業開始及び休業中のケア 
病気休業の開始においては、労働者は、主治医によって作成された診断書を管
理監督者に提出する。管理監督者は、病気休業診断書が提出されたことを人事
労務管理スタッフ及び事業場内産業保健スタッフに連絡する。労働者に対して
は、療養に専念できるよう安心させると同時に、休業中の事務手続きや職場復
帰支援の手順についての説明を行う。 
＜第 2 ステップ＞主治医による職場復帰可能の判断 
休業中の労働者から職場復帰の意思が示されたら、事業者は労働者に対して職
場復帰可能の判断が記された診断書を提出するよう依頼する。診断書には就業
上の配慮に関する主治医の具体的な意見を含めてもらうことが望ましい。 
＜第 3 ステップ＞ 職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成 
労働者の職場復帰に対する意思の確認、産業医等による主治医からの意見収集、
労働者の状態等の評価（治療状況、病状の回復状況、業務遂行能力について）、
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職場環境に関する情報収集を行い、職場復帰が可能か否か判断する。職場復帰
可能と判断された場合には、職場復帰日や業務上の配慮を含めた職場復帰のた
めのプランを作成する。 
＜第 4 ステップ＞最終的な職場復帰の決定 
職場復帰の可否についての判断及び職場復帰支援プランの作成を経て、事業者
による最終的な職場復帰の決定を行う。 
＜第 5 ステップ＞職場復帰後のフォローアップ 
職場復帰後の症状の再燃・再発や新しい問題の発生等の有無の確認、勤務状況
及び業務遂行能力の評価、職場復帰支援プランの実施状況の確認、治療状況の
確認を行い、何らかの問題が生じた場合には、職場復帰プラン見直しを適宜行
う。 
 
  e-5. 「労働者の心の健康の保持増進のための指針」42) 
メンタルヘルス対策の適切かつ有効な実施をさらに推進するため、2000 年に策定さ
れた「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」の見直しがなされ、2006
年 3 月に「労働者の心の健康の保持増進のための指針」が示された。同指針では、事
業場において事業者が講ずるよう努めるべき労働者の心の健康の保持増進のための措
置の原則的な実施方法について示されている。 
 
  e-6. 「改正労働安全衛生法」43) 
職場における労働者の安全と健康の確保をより一層推進するため、2006 年 4 月 1
日に「改正労働安全衛生法」が施行された。同法では、常時 50 人以上の労働者を使
用する事業場の事業者は、下記の基準に該当する長時間労働者に対して医師による面
接指導を実施するよう定められている。 
ア） 週 40 時間を超える労働が 1 月当たり 100 時間を超え、かつ、疲労の蓄積が
認められる者 
イ） 週 40 時間を超える労働が 1 月当たり 80 時間を超え、疲労の蓄積等が認めら
れ、又は健康上の不安を有している者 
ウ）事業場で定める基準に該当する者 
これらに対し、事業者は面接指導等の実施の通知を行い、労働者から申し出があっ
た場合に、ア）の者に対しては面接が義務化され、またイ、ウ）の者に対しても面接
の実施が努力義務とされた。 
また、2008 年 4 月からは、「常時 50 人未満の労働者を使用する事業場」にも適用
されることとなった。 
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   e-7. 「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の改訂 44) 
2004 年に作成された「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」
の見直しがなされ、2009 年に同手引きの改訂がなされた。主な改正点は下記の通りで
ある。 
＜休業前の段階＞ 
・円滑な職場復帰を行うためには、職場復帰支援プログラムの策定や関連規程の
整備等により、休業の開始から通常業務への復帰までの流れを明確にすること
を基本的考え方として示した。 
・策定された職場復帰支援プログラム等については、労働者、管理監督者等に周
知すること。 
＜病気休業開始及び休業中の段階＞ 
・休業中の労働者が不安に感じていることに関して十分な情報提供や相談対応を
行うこと。 
・職場復帰支援に関する事業場外資源や地域にある公的制度等を利用する方法も
あることから、これらについての情報提供も考えること。 
＜職場復帰の決定までの段階＞ 
・主治医による職場復帰の判断は、職場で求められる業務遂行能力まで回復して
いるか否かの判断とは限らないこと。 
・より円滑な職場復帰を図る観点から、主治医に対し、あらかじめ職場で必要と
される業務遂行能力の内容や勤務制度等に関する情報提供を行うこと。 
・職場復帰前に「試し出勤制度」を導入する場合は、その人事労務管理上の位置
づけ等について事業場であらかじめルールを定めておくこと。 
＜職場復帰後の段階＞ 
・心の健康問題を抱えている労働者への対応はケースごとに柔軟に行う必要があ
ること。 
・職場復帰した労働者や当該者を支援する管理監督者、同僚労働者のストレス軽
減を図るため、職場環境等の改善や、職場復帰支援への理解を高めるために教
育研修を行うこと。 
 
  e-8. 「当面のメンタルヘルス対策の具体的推進について」（厚生労働省）45) 
2009 年 3 月には、「当面のメンタルヘルス対策の具体的推進について」が示され、
事業場における具体的なメンタルヘルス対策として、下記の項目が挙げられている。 
 ・衛生委員会等での調査審議の徹底等 
調査審議の徹底・充実 
事業場における実態の把握、 
「心の健康づくり計画」の策定 
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 ・事業場内体制の整備 
    事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任、専門スタッフの確保 
 ・教育研修の実施 
 ・職場環境等の把握と改善 
 ・メンタルヘルス不調者の早期発見と適切な対応の実施 
相談体制の整備、長時間労働者に対する面接指導の実施徹底、 
健康診断実施時におけるメンタルヘルス不調の把握 など 
 ・職場復帰支援 
    職場復帰支援プログラムの策定 
  
   e-9. 「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の周知におけ
る留意事項について 46) 
       「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」において、円滑な 
職場復帰を図るための有効な方策として取り上げられている「試し出勤制度等」実
施中の処遇や労災が発生した場合の対応について、下記の通り説明が追加された。 
新 旧 
6 その他職場復帰支援に関して検討・留
意すべき事項 
(3) 試し出勤制度等 
   （中略） 
  なお、作業について使用者が指示を
与えたり、作業内容が業務（職務）に
当たる場合などには、労働基準法が適
用される場合がある（災害が発生した
場合は労災保険給付が支給される場
合がある）ことや賃金等について合理
的な処遇を行うべきことに留意する
必要がある。 
6 その他職場復帰支援に関して検討・留
意すべき事項 
(3) 試し出勤制度等 
   （中略） 
  なお、作業について使用者が指示を
与えたり、作業内容が業務（職務）に
当たる場合などには、労働基準法が適
用される場合があることや賃金等につ
いて合理的な処遇を行うべきことに留
意する必要がある。 
 
以上のように行政による職場における心の健康問題の対策としては、仕事において強
い不安、ストレスを感じる労働者や心の健康問題を抱える労働者が増加し社会全体の関
心が高まるとともに、事業場側が対応に困っている状況を受け、指針や手引きの策定と
その改訂が行われている。しかし、労働者の心の健康問題を取り巻く状況に顕著な改善
は見られておらず、行政と事業場が連携して、様々なライフステージに応じた心の健康
問題に取り組む必要があるとともに、国民 1 人 1 人が自分の健康を自分で守るという認
識を持ち、健康づくりを実践していく必要がある。 
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その他、2010 年に厚生労働省が公表した「職場におけるメンタルヘルス対策検討会」
報告書 47)には、一般定期健康診断における「自覚症状及び他覚症状の有無の検査」（問
診票の使用も含む。）に併せて、例えば、食欲がない、よく眠れない等の身体的な症状・
不調や、ゆううつだ、イライラしている等の心理的な症状・不調等、ストレスに関連す
る症状・不調（職場だけでなく家庭等によるものも含む。）について、医師が適切に確認
し、その上で面接が必要とされた労働者の産業医との面接及び事後措置につなげていく
ための新たな枠組みを導入することが適当との提言がなされた。その一方で、労働者が
メンタルヘルス不全であることのみをもって不利益な取り扱いをされることがないよう、
防止措置を講じる必要性についても言及されている。そして、上記の提言を受け、労働
安全衛生総合研究所は、労働者のストレスに関する症状・不調を適切かつ簡便に確認す
るための項目及び判定基準について検討し、同年 10 月に「ストレスに関連する症状・
不調として確認することが適当な項目等に関する調査研究」報告書 48)を取りまとめた。
同報告書においても、労働者が不利益を被ることがないよう、ストレス反応の確認の結
果については、労働者本人にのみ通知し、労働者の了解なく、事業者等に通知しないこ
とと述べられている。また、労働者のストレス要因となる心理社会的職場環境をチェッ
クし労働者に通知することで、労働者のストレスへの気づきをより効果的に促せる可能
性が指摘されている。 
また、労働政策審議会も同年 12 月に、上記の新たな枠組みを導入することが適当で
あるとの結論を出し 49)、それを受けて翌 2011 年 10 月には労働安全衛生総合研究所が、
上記の新たな枠組みを試行した結果を報告書にまとめた 50)。その後、新たな枠組みにつ
いて引き続き検討がなされている。 
 
B. 職業性ストレスと疾病の因果関係についての研究 
職場における心の健康問題を解決するために、これまでに数多くの研究がなされてき 
た。その代表的なものが職業性ストレスと疾病の因果関係に関するものである。多くの
疫学研究および心理学研究により、労働に伴うストレス（以下、職業性ストレス）は健
康に影響を及ぼす重要な要素であることが証明されている 51, 52)。労働には、心の健康に
対する様々なリスクが存在している。しかし、それと同時に労働には、自己実現、人格
発達、および安寧（well-being）を得る機会も内包されている。これまでに、労働に伴
うストレスと疾病、精神的健康度との関連について作成された理論は多数存在している。
その中で最も包括的なものが NIOSH（National Institute of Occupational safety and 
Health）の職業性ストレスモデルである 53)。 
このモデルでは、ストレスの原因になる外からの刺激をストレッサーと呼ぶ。人は日々
の生活で様々なストレッサーに直面するが、職場では作業の質的・量的負担、職場の不
十分な物理的環境や人間関係の問題などの様々な職場のストレッサーに曝される。これ
らのストレッサーが大きくなると自己の認識にかかわらず、「疲れる」「イライラする」
- 14 - 
 
「仕事への不満」「意欲の低下」「出社困難」などの急性ストレス反応が生じてくる。そ
して、その個人が持っているストレスへの対処力を超すと、心身症やうつ病に至るとさ
れる。しかし、このストレス反応の大きさには個人差がある。年齢、性別、性格、能力
などの個人的要因や仕事以外の要因、上司や同僚・家族からの支援（社会的支援）の有
無によってストレス反応の大きさや健康問題の発生は大きな影響を受けると考えられて
いる。社会的支援がストレス反応を軽減し、健康問題の発生を予防することは多くの調
査研究で明らかになっており、このモデルではストレス反応の緩衝要因と呼ばれる。こ
の NIOSH の職業性ストレスモデルは、特定の職種や職域だけでなく、より一般的な職
業に対応できる包括的なモデルと考えられている。実際に多数の研究が行われており
54-57)、NIOSH の職業性ストレスモデルの妥当性が示唆され、職業性ストレス評価にお
いて優れていると考えられる。本モデルからは、ストレッサーを減らし、緩和要因を増
やし、さらに個体側の要因であるストレス対処力を強化することにより、ストレス反応
や健康問題の発生を減らすことができるとされる。 
 
C. 労働者の心の健康に影響を及ぼす個体側要因について 
a. 職場のメンタルヘルス対策における新たな視点 
労働者の心の健康に関する先行研究のほとんどが、ストレッサーに焦点を置いたもの
であった。しかし、時間外・休日労働時間の削減などの負担軽減といった事業主、管理
監督者側の取り組みだけでなく、事業主、管理監督者、そして労働者が「元気に、長く、
働き続ける」ための資源を備える取り組みも必要と考えられ、近年、「健康職場」という
考え方が注目されている 58-60)。これは、これまで労働者の健康と組織の業績は相反する
と考えられてきたが、労働者の健康や満足感と職場の業績や生産性を両立させることは
可能であり、むしろ両者には相互作用があり互いに強化することができるという考え方
である。 
平成 21 年度から開始された厚生労働科学研究費労働安全総合研究事業「労働者のメ
ンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」61)では、職場のメンタル
ヘルス対策における一次予防の重要性が指摘されている。さらに、職場のメンタルヘル
ス対策の新しい枠組みとして、メンタルヘルス不全の予防だけでなく労働者のやる気や
活気の促進にまで拡大することが検討されている。この新しい枠組みとして、労働者の
健康、労働者の「いきいき」および職場の一体感を目標とした職場づくりが提案されて
いる。これらの目標の実現により、労働者の健康のみならず、自己実現への過程を支援
することにもつながる。一方、事業場側においては人的資本の拡大、さらに企業価値の
向上や企業の持続可能性につながる可能性が指摘されている。 
 
b. 一次予防において健康生成論が果たす役割 
健康生成論とは Antonovsky が提唱した概念である。現代医学における考え方のひと
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つには、疾病はいかにしてつくられるのかという観点から、疾病の発症する原因や過程、
さらに疾病がもたらす変化に着目、介入することにより予防や治療を目指すものがある。
Antonovsky はこれを疾病生成論と呼んでいる。この疾病生成論においては、疾病の予
防と治療に重点を置いており、不健康な行動の抑制と健康な行動の促進という 2 つのア
プローチによる予防が中心となっている。 
一方、健康生成論では、健康がいかにして回復、保持、増進されるのかという健康要
因の観点から考え、健康要因の解明と支援・強化を目指すことになる。そして、この考
え方はどのような健康レベルにある人々にも適応可能であり、今後の予防医学における
新たな方向性を指し示しているとも言える 62)。 
健康生成論的アプローチでは首尾一貫感覚（Sense of Coherence; 以下、SOC）を中
核概念としている。Antonovsky は、アウシュビッツ強制収容所からの生還者の中に、
精神的健康度が良好に保たれている者もいれば、そうでなかった者もいることに注目し
た。SOC は、その違いはどのような能力によるものなのか、つまり種々のストレス要因
や疾病発生要因の存在にも関わらず、個体が健康を保持することが出来たのは何による
ものなのか、という観点から研究・開発された指標であり、ライフイベントを始めとす
る種々のストレスの影響を大きくしたり小さくしたりする効果があるといわれている
63-65)。 
SOC は把握可能感、処理可能感、有意味感の 3 つの要素で構成されている。 
把握可能感とは、人が内的環境、外的環境からの刺激に直面したとき、その刺激をど
のように認知的に理解しているものと捉えているかという概念である。言い換えると日
常のストレスとなりうる出来事が、混沌としていて無秩序で無作為で偶発的で説明でき
ない雑事としてではなく、むしろ秩序だった一貫性のある構造化された明瞭な情報とし
て、どの程度認知できているかという感覚のことである。 
次に処理可能感とは、人に降りそそぐ刺激に見合う十分な資源を自分が自由に使える
かどうかという概念である。自分が自由に使えるとは、自分のコントロール下にある資
源や、その人が頼れると信頼している正当な他者（配偶者、友人、同僚、神、歴史、集
団の指導者、医者など）によってコントロールされている資源のことを指している。高
い処理可能感を持っている限り、「自分が出来事の犠牲になっている」、「人生は自分にと
って不公平だ」、と感じることはない。また、人生には困難なことが起こるものだが、そ
れらが起こったとしても柔軟に対処することができて、いつまでも悲嘆にくれることは
ない。 
最後に有意味感とは、人が人生に対してどのような意味を感じているかという概念で
ある。つまり、有意味感により生きていることによって生じる問題や要求の少なくとも
いくつかはエネルギーを投入するに値し、関わる価値があり、「無いほうがずっといい」
と思う重荷というより「歓迎すべき挑戦である」と感じることができる。これは、有意
味感の高い人が、愛する者の死に直面したり、深刻な手術を受けることになったり、解
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雇されたりすることを嬉しく思うという意味ではなく、これらの不幸な経験が課された
ときにも、その人はその挑戦を進んで受け止め、それに意味を見出そうと決心し、それ
に打ち克つために最善を尽くすことを意味する。 
以上より、SOC はストレス要因に対する認知的側面に注目するものであり「その人に
染みわたった、ダイナミックではあるが持続する確信の感覚によって表現される世界（生
活世界）規模の志向性」とされている。それは、第 1 に、自分の内外で生じる環境刺激
は、秩序付けられた予測と説明が可能なものであるという確信、第 2 に、その刺激がも
たらす要求に対応するための資源はいつでも得られるという確信、第 3 に、そうした要
求は挑戦であり、心身を投入し関わるに値するという確信から成る」66)と定義され、ス
トレス対処力を反映する指標であると言われている 63, 64, 67)。 
健康生成論では特に資源が重要とされ、汎抵抗資源（General Resistance resources; 
以下、GRRs）と名付けられている。SOC は時と場合に応じて柔軟かつ適切に GRRs を
選択し、動員する力である。GRRs は、一貫性の経験、結果の形成への参加の経験、過
小負荷と過大負荷のバランスの経験という 3 つの良質な人生経験を提供し、それによっ
て強い SOC を形成、あるいは SOC を強化するものである。反対に、弱い SOC に通じ
る人生経験を提供するものは、GRRs の欠損であり、汎抵抗欠損（General Resistance 
Deficits; 以下、GRD）と呼ばれる。ここで、一貫性の経験とは、ルールや規律が明確
で、さらにそのルールについての責任の所在も明確で、ルールのほか全体的な価値観も
また明確であることに基づいた経験である。次に、過小負荷と過大負荷のバランスの経
験とは、まわりからの要求がその人が持っている能力や手段を超えていて、実行できな
い要求と、その人が持っている能力や手段を十分に使う必要もないくらい弱い要求の間
のバランスの取れた経験である。最後に、結果形成への参加の経験とは、自分たちの前
に設定された課題を快く受け入れ、自分たちでその課題を行うことに責任をもって、何
をするのかしないのかを決定する経験である。 
この GRRs により、享受する人生経験の質が異なり、高い質の GRRs を有することに
より、より良好な人生経験を享受することができ、強い SOC が形成されるといわれて
いる。GRRs は、身体的、生化学的、物質的、認知・感情的、評価・態度的、関係的、
社会文化的 GRRs に分類される。身体的、生化学的 GRRs とは、遺伝的、神経免疫学的
な資源、物質的 GRRs とは、経済力、体力、住居、衣類、食事等、権力、地位、サービ
スの利用可能性を含む資源である。認知・感情的 GRRs とは、知識や知性、知力及びア
イデンティティの 2 つであり、評価・態度的 GRRs とは、主にコーピングにおける行動
計画的ストラテジーである合理性、柔軟性、先見性の 3 つの態度が挙げられている。関
係的GRRsとは、ソーシャルネットワークやソーシャルサポート等の社会的関係を指し、
社会文化的 GRRs とは、宗教やイデオロギーや哲学を指している。 
労働者の SOC の形成においては、心理社会的職場環境が特に重要とされており、そ
の代表的な内容は下記の通りである 68)。これらは、GRRs に相当すると考えられ、この
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ような心理社会的職場環境によりもたらされた経験を経て、SOC が形成される。 
・仕事上の喜びや誇りと自由裁量度： 
従事している仕事の社会的評価が良好であるほど、社会的に価値のある意思決定に
参加しており、自由裁量の度合いが大きい程、度重なる意思決定に参加しており、
有意味感の形成につながる。 
・仕事を行っていくうえで必要な資源が制限されていないという感覚と仕事の複雑さ： 
前者、つまり知識や技能、材料あるいは、人的資源が制限されていないという感覚
により過大負荷が避けられ、後者の自分自身の潜在能力を活かせる複雑な仕事によ
り過小負荷が避けられ、この過大負荷と過小負荷のバランスが取れた経験によって
処理可能感が得られる。 
・職務保障： 
(1)正当なルールに違反しない限り解雇されないこと、(2)その人の職種や従事部門は
大事と見なされていること、(3)その事業には安定した利益があること、(4)現行の社
会システムそのものが安定していること、の 4 つの職務保障が得られることが重要
である。また、職場における集団において、価値観の共有ができ、適切なフィード
バックを受けているという感覚をもつこともまた重要で、これらを得られることが
一貫性の感覚につながり、把握可能感の形成につながる。 
   
b-1. SOC と身体的健康度の関連 
Surtees ら 69)は、イギリス在住の 41 歳～80 歳までの男女 20,690 名を 7 年間追跡
したところ、性、年齢、心筋梗塞の既往、糖尿病の既往、高血圧症治療歴、脳梗塞の
家族歴、喫煙習慣、収縮期血圧、肥満、社会階級、学歴を調整しても、SOC 高群は低
群に比べて脳梗塞の発生が 0.76 倍に留まっていたと報告している。また、Agardh ら
70)は、4,821 名のスウェーデン人女性に対して糖負荷試験を行い、職業性ストレス、
SOC と 2 型糖尿病の関連について調査を行った。その結果、SOC の低さや仕事にお
けるストレスは糖尿病発症の危険因子であると述べている。Suominen ら 71)はフィン
ランドで全国サンプル調査（サンプルは成人 2,196 名）を行い、50 歳未満において
SOC は障害年金の受給と負の相関があり、さらに、初期に同レベルの健康状態であっ
ても SOC がその後の慢性疾患発生に影響することから、SOC があらゆるストレッサ
ーに対処できる総合的な能力である可能性を示唆しているとし、低い SOC が健康状
態の悪化を予測すると結論づけている。また、Surtees ら 72)が、英国の 41 歳から 80
歳までの男女 20,579 名を 7 年間の追跡調査したところ、SOC の高い人は低い人に比
べ総死亡率が 0.65 倍、循環器疾患の死亡率が 0.67 倍、悪性腫瘍での死亡率が 0.81 倍
であったと報告しており、SOC が高い人には疾患罹患に対する耐性がある可能性を指
摘している。 
他にも、Suominen ら 73)が、フィンランドの国民 1,976 名を 4 年間追跡調査し、男
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性では SOC 高群に比較し中群で 1.52 倍、低群で 1.90 倍主観的健康度（健康度の自
己評価）が悪化していたと報告している。また、女性では SOC 高群に比較し中群で
1.53 倍、低群で 2.23 倍主観的健康度が悪化していたと報告している。 
 
b-2. SOC と精神的健康度の関連 
Lehtinen ら 74)は、フィンランドの都市と郊外の 2,999 人を対象とした 1 年間の追
跡調査で、初発、再発のうつ病の発症率を調査した。その結果、うつ病の予測因子と
して、慢性疾患を患っている、人間関係が希薄だといった要因のほかに SOC の低さ
を挙げている。Skärsäter ら 75)は、初発のうつ病の患者 24 人を 1 年間追跡したとこ
ろ、うつ病が改善した患者では SOC 得点の上昇も認めたと報告している。Tselebis
ら 76)が、ギリシャの看護師 79 名を対象に行った調査では、SOC が低い人ほど抑うつ
傾向がみられたと述べている。Sairenchi ら 77)は、20 歳～70 歳の日本人労働者 1,854
名を 2005 年～2007 年の 3 年間追跡調査を行い、年齢、性別で調整したところ、SOC
が高い者は低い者に比べ、追跡期間中に抑うつで病気休暇を取得するリスクが 0.18
であり、SOC は将来抑うつで休業するハイリスク者を発見するのに有用であると述べ
ている。Kouvonen ら 78)は、18 歳～65 歳のフィンランド人労働者 8,029 名を 19 年間
追跡し、精神障害や自殺企図、自殺による入院と SOC の関連を調査した。調査開始
時の SOC得点で 4群に分けて解析を行い、最も SOCが高い群は最も低い群と比して、
アルコール精神病および薬物精神病による入院のリスクが 0.43、重症感情障害による
入院のリスクは 0.86、その他の精神疾患による入院のリスクは 0.52 であり、これら
と自殺企図及び自殺も含めた入院のリスクは 0.48 であったと報告している。さらに、
Kalimo79)らが労働者を対象に 1986年から 1996年の 10年間の追跡調査を行ったとこ
ろ、SOC の高い人は低い人に比べ 10 年後の精神健康が良好で、SOC がどんなストレ
ッサーよりも強く 10 年後の状態に影響したとしている。 
 
b-3. SOC と身体的健康度、精神的健康度の関連 
上記の他にも、Nasermoaddeli ら 80)は、公務員 1,300 人を 1 年間追跡調査し、SOC
（13 項目 7 件法）と心身の症状、病気休業の関連を検討した。その結果、追跡期間中
に SOC の平均が 1 点上がると消化器症状は男女ともに 5.2％減少し、坐骨神経痛・背
部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性においては 3 日間以上の
病気休業が 2.2%減少したと報告している。Albertsen ら 81)は 2053 名のデンマーク人
労働者を対象とした調査を行い、SOC が抑うつや不安、頭痛・腹痛などのストレス関
連症状だけでなく、欠勤なども予測すること、さらに、SOC の高い人は低い人に比べ
仕事でのストレスを感じづらいという SOC の緩衝作用を報告している。 
以上より、SOC と身体的健康度、精神的健康度の関連については、これまでに数多
く研究が行われており、SOC がストレス対処力を反映し、SOC は身体的健康度及び
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精神的健康度と強い関連を有することが明らかとなっている。そのため、健康生成論
的アプローチは健康の保持増進を行う上で重要であるとされている 82)。 
 
b-4. SOC と心理社会的職場環境の関連 
SOC はストレス対処力を反映すること、そして、SOC は良質な人生経験を通じて
形成され、成人期における SOC の形成においては、心理社会的職場環境が重要であ
るとされている 68)ことから、SOC と心理社会的職場環境が関連すると考えられる。
SOC と心理社会的職場環境の関連については、これまでにいくつか研究がなされてい
る。 
Togari83)は、日本に在住する 20 歳代から 40 歳代の男性 1,006 名を対象に交差遅延
モデル（縦断データを用いて、要因が相互に影響を及ぼしあう可能性をモデルに取り
込んだうえで、因果関係を分析する統計的手法）を用いた 4 年間 3 時点の縦断調査を
行い、裁量度が SOC に正の影響を及ぼしていたと報告している。しかし、この研究
には、対象が 20 歳から 40 歳までの男性に限られ、職種による調整を行っていない。
また、裁量度の評価には独自に作成した信頼性、妥当性を確認していない質問票を用
いており、さらに、裁量度以外の量的負荷や質的負荷などの心理社会的職場環境をモ
デルに含めていないという問題点が存在している。次に、Urakawa ら 84)は、日本国
内某県の従業員数 50名未満の 50事業場における労働者 299名を対象に調査を行った。
その結果、SOC と仕事の要求度には関連が無かったものの、SOC 高群では低群に比
べ、裁量度や上司からの支援、同僚からの支援が高かったと報告している。しかし、
この研究には、性別、年齢、職位や職種による調整をしておらず、心理社会的職場環
境と SOC の関連については SOC 得点の高低で 2 群に分けており、誤差による誤分類
が生じるという問題点がある。さらに横断調査であり、SOC と心理社会的職場環境の
関連の時間性を明らかにすることはできないという研究の限界が存在している。他に
も、Feldt ら 85)は、フィンランド人の管理職 615 名を対象に交差遅延モデルを用いた
3 年間 2 時点の調査を行ったところ、SOC が 3 年後の職場風土（職場の人間関係の良
好さ）に影響を及ぼすものの、SOC と裁量度に関連はなかったと報告している。しか
し、この研究には、管理職のみを対象としており、女性が 35 名と少なく、また、性
別、年齢、職種、職位で調整を行っておらず、裁量度、職場風土以外の心理社会的職
場環境をモデルに含めていないという問題点が存在している。さらに、心理社会的職
場環境と SOC の関連を検討するには調査間隔が 3 年と比較的長期であったため、そ
の間に関連が弱まり正しく検出できなかった可能性がある。 
以上より、SOC と心理社会的職場環境の関連については先行研究でいくつか報告さ
れているが、結果は一致しておらず、また、SOC と心理社会的職場環境の因果関係に
ついて、その大きさを検討した研究は非常に少なく、未だ結論には至っていない。 
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b-5. 成人期の SOC の変化 
   SOC の提唱者である Antonovsky は、SOC は 30 歳くらいまでに安定し、それ以降
はそれまでのような大きな変動は起きにくいとし、30 歳以降の変化については以下の
2 つの仮説を提示している 68)。第 1 の仮説は、高い SOC を備えた際には、より多く
のストレス対処の成功を経験することでさらに SOC が強化され、逆に低い SOC を備
えた際には、対処の失敗により SOC が弱体化するという、良循環、悪循環の存在を
指摘するものである。第 2 の仮説は、エントロピー概念を用いて説明されている。SOC
を負のエントロピー（秩序）、ストレッサーをエントロピー（無秩序）と位置づけ、
SOC が高いことでエントロピーの増大を抑制できるが、SOC が増強し続けることは
考えにくく、中程度以下の SOC では、エントロピーの増大を抑制することが困難と
なり、SOC は低下していくというものである。この仮説は、SOC が高い場合にはそ
の程度を保てるが、SOC が低い場合には悪循環に陥る可能性を指摘するものである。 
  これまでに成人期の SOC の変化に着目した研究がいくつかなされている。Volanen
ら 86)は、フィンランド在住の 17,271 名を対象に 2 時点 5 年間の縦断調査を行い、SOC
（13 項目版）の平均点が男性で 1.4 点、女性で 1.8 点上昇したが、ベースラインの
SOC の高さにはライフイベントによる SOC の低下を緩衝する作用は認められなかっ
たと報告している。しかし、この研究には、20～24 歳、30～34 歳、40～44 歳、50
～54 歳と各年代の一部のみを対象としている点、郵送による調査で回収率が 40%と
高くなく、調査に興味のない者から回答が得られにくかったという標本抽出バイアス
が存在している点、5 年間に発生したライフイベントは 2003 年時評価しており想起
バイアスが存在している。また、2 時点 5 年間での SOC 変化しか捉えることができな
いという問題点が存在している。高山ら 87)は、20 歳～68 歳以下の男女 200 名を対象
に 2 時点 1 年間の追跡調査を実施した。その結果、ベースラインの SOC が低い場合、
ストレスフルな生活出来事が多いとSOCが有意に低下したと報告している。しかし、
この研究には、生活出来事の評価に独自に作成した信頼性、妥当性を確認していない
質問票を用いているという問題点が存在している。また、郵送による調査で回収率が
40%と高くなく、調査に興味のない者から回答が得られにくかったという標本抽出バ
イアスが存在している点、2 時点 1 年間という短期間の SOC 変化しか捉えることがで
きず、その変化には平均への回帰が含まれるという問題点が存在している。加えて性
別、年齢、職種で調整を行っていない。Feldt らは、20～24 歳、30～34 歳、40～44
歳、50～54 歳の 4 群の年齢からなるフィンランド人 18,525 名を対象とした 2 時点 5
年間の縦断調査を実施し、SOC は 20 歳代が最も安定性が低く 88, 89)。ベースラインの
SOCが高い方が SOCの安定性が高いという報告 89)をしている。しかしこの調査では、
各年代の一部の年齢層しか対象にしておらず、性別、職種や職位での調整はなされて
いない。また、ベースラインの SOC の高低と 5 年間での SOC 変化（上昇、低下）を
組み合わせて年代別に解析しており、ベースラインの SOC の高低によるものだけで
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なく、5 年間での SOC 変化による影響も受けるため、その解釈には注意が必要だと考
えられる。また、SOC は高低の 2 群に分類しており、2 時点での比較のため SOC の
変化が平均への回帰であった可能性や追跡期間が短かった可能性がある。一方、フィ
ンランド人の技術者 352 名を対象とした 2 時点 5 年間の縦断調査より、25～29 歳と
比較して 35～40 歳の SOC が安定するわけではなかった（安定性係数はともに 0.67）
という報告 90)もある。この研究では、91%が男性で占められており、さらに大規模な
調査ではなく、年齢も 25～29 歳と 35～40 歳とごく一部の年齢で、さらに特定の職種
（農夫が 90%以上を占める）を対象としているために一般化可能性に限界が存在する。
さらに、追跡期間が短かった可能性がある。このように結果が一致していない原因と
しては、他にも SOC に影響を与える個人的背景（養育環境、家庭環境、経済状況な
ど）や社会的背景（社会情勢、文化など）68)、用いる質問票が研究間で異なることに
加え、縦断調査においては調査間隔が異なることが挙げられる。また、数年間隔で実
施された縦断調査では、その間の SOC 変化を捉えることができないために、SOC が
変化しないという誤った結果が得られた可能性がある。 
 
D. 本研究の目的 
これまでの文献的考察より、1990 年代以降、日本における労働者の心の健康問題が増加
して社会問題となっていることを指摘してきた。これに対し、行政も厚生労働省が中心と
なって様々な対策を講じてきたが、心の健康問題に未だ減少の兆しは見えてこない。 
従来の労働者の心の健康問題に関する研究は、ストレッサーに着目したものが中心であ
った。そのため、これらに基づいた対策は、長時間労働者に対する面談等の過重労働対策
や心の健康問題に関する研修会の実施、メンタルヘルス不全者の早期発見・早期治療など
といった二次予防が中心となっており、十分な効果が得られなかったものと考えられた。 
こうした背景の中、近年、一次予防の重要性が高まり、日本国内においても個体側要因
としてストレス対処力を反映する SOC が注目されてきている。成人期の SOC の形成にお
いては、心理社会的職場環境が重要であるとされ、国内外においていくつか研究がなされ
ているが、SOC と心理社会的職場環境の関連については未だ結論には至っていない。また、
成人期以降 SOC は安定するとされているが、成人期の SOC の変化は明らかとなっておら
ず、さらに、日本国内において成人期の SOC の変化に関する研究は非常に少ない。SOC
には社会的背景が影響を与えるため、本邦における成人期の SOC の経時的変化、SOC と
心理社会的職場環境の関連を明らかにし、メンタルヘルス対策に活かすには、日本国内に
おいて調査を行う必要がある。SOC を改善させることで労働者の精神的健康の維持・増進
につながる可能性があるが、成人期の SOC が変化しないのであれば、SOC に着目した取
り組みには効果が期待できない。そのため、成人期における SOC の経時的変化を明らか
にすることは、その取り組みの意義を明らかにすることにつながる。次に、SOC と心理社
会的職場環境の関連を明らかにすることは、心理社会的職場環の改善によって SOC を向
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上させることが可能か明らかにすることにつながる。労働者は、1 日の多くの時間を職場
で過ごしており、セルフケアという自分自身の取り組みのみならず、職場では上司からの
ラインケア、産業保健スタッフ等からのケアなど周囲から様々なサポートを得られ、また、
調査結果のフィードバック等により心理社会的職場環境の改善が可能であると考えらえる。
そして精神的健康度と強い関連を有する SOC を向上させることで、近年、本邦において
検討がなされている労働生産性の向上と労働者の精神的健康度の改善を両立する積極的な
職場のメンタルヘルス対策である一次予防を、さらに効果的に推し進めることが可能にな
ると考えられることから、これらを明らかにすることは本邦の労働衛生領域において非常
に意義深いと考えられる。 
そこで、下記の縦断調査(1)、横断調査(2)を実施し、縦断調査(1)より労働者の成人期の
SOC の変化、および SOC と心理社会的職場環境の関連について、そして、横断調査(2)
より、SOC と心理社会的職場環境の関連について検討することを本研究の目的とした。 
 
(1) 労働者の首尾一貫感覚の経時的変化と心理社会的職場環境との関連について 
―8 年間の縦断調査結果より― 
先行研究では、SOC の変化を検討するためには調査期間が短く、また、2 時点の比較で
は SOC の変化が平均への回帰であった可能性がある。また、SOC と関連する要因（性別、
年齢、職位という属性）や SOC で分類する際には誤差を考慮して検討する必要がある。
そのため、本研究では日本国内のグループ企業において、2005 年から 2012 年の 8 年間毎
年 1 回調査を実施した。本邦における SOC の調査は非常に少なく、この調査は 8 年間と
いう長期間にわたり、8 時点という国内外においても最多の時点数で追跡を行い、先行研
究では捉えることのできなかった SOC の詳細な変化を検討した貴重な調査である。基本
属性と内的要因である SOC を調査し、成人期における SOC の経時的変化について検討を
行った。その際、属性、ベースラインの SOC で階層化し解析を行った。加えて、日本国
内において信頼性、妥当性が確認され、複数の心理社会的職場環境の要素を含む質問票を
用いて、SOC と心理社会的職場環境の関連について横断的、縦断的に検討を行った。 
  
(2) 労働者の首尾一貫感覚と心理社会的職場環境の関連について 
   ―共分散構造分析による因果モデルの検証― 
SOC と心理社会的職場環境の関連に関する先行研究においては、信頼性、妥当性が確認
されていない質問票を利用していたという問題点や SOC と関連する要因（性別、年齢、
職種、職位という属性）を考慮していないという問題、さらに 1 時点の SOC 得点をもと
に高値群、低値群に分類していたために誤分類が生じている可能性がある。 
そのため、本研究では多くの公的機関及び民間企業が立地する筑波研究学園都市におい
て、幅広い年齢、職種の労働者を対象に 1 万人規模の大規模な横断調査を実施した。内的
要因として SOC、信頼性、妥当性が確認されている複数の心理社会的職場環境の要素を含
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む質問票を用いて外的要因の心理社会的職場環境を調査した。そして、因果の強さの推定
と検定、及びモデルの妥当性を数値化して評価が可能で属性の違いを考慮した分析が可能
な共分散構造分析を用い、SOC と心理社会的職場環境の関連について検討を行った。 
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第Ⅱ章 
 
調査研究－1 
 
労働者の首尾一貫感覚の経時的変化と 
心理社会的職場環境との関連について 
―8 年間の縦断調査結果より― 
- 25 - 
 
第Ⅱ章 調査研究－1 
労働者の首尾一貫感覚の経時的変化と心理社会的職場環境との関連について 
―8 年間の縦断調査結果より― 
 
A. 目的 
 成人期の労働者における SOC が変化するのか明らかにすること、SOC と心理社会的職
場環境の関連を明らかにすることの 2 つを目的とした。 
 
B. 調査研究の背景 
 第Ⅰ章で述べたとおり、近年、職場における心の健康問題が増加 5)して社会問題化して
おり、労働者の心の健康問題は労働衛生における喫緊の課題となっている。 
 それに対し、職場におけるメンタルヘルス対策として、仕事の量的負荷や質的負荷の軽
減などの環境調整がなされてきた。しかし、同じ職場環境下においても、メンタルヘルス
不全を来す者と来さない者の両者が存在していることから、個々人のストレス反応は、ス
トレス経験の認知様式などの主観的質的要素の影響を受けるとされている 91)。そのため、
個人におけるストレス反応を考える際には、刺激―反応の概念から、個人の認知的評価と
対処を導入した概念が主流となっている 92)。そのような中、労働者の個体側要因、なかで
もストレス対処力を反映する首尾一貫感覚（Sense of Coherence; 以下、SOC）68)が注目
されてきている。 
 これまでに SOC と精神的健康度の関連については数多くの研究がなされ、SOC が精神
的健康と強い関連を有することが明らかとなっている 82)。そのため、SOC を向上させる
ことで、精神的健康度を保持増進できる可能性が示唆されているが、SOC が成人期以降に
変化しうるかについては、結論が出ていない。この原因として、第Ⅰ章で述べた通り、先
行研究の追跡期間は数年と短期間 88, 89)で、調査の時点数も 2 時点と少なく 88, 89)、年齢、
性別、職種で調整を行っていなかったり 87)、一部の年齢のみを対象 86, 88, 89)としていたり
と調査の対象年齢が異なることに加えて、平均への回帰を考慮した解析がなされていない
87, 88, 89)という先行研究自体の問題が挙げられる。他にも、数年間隔で実施された縦断調査
では、その間の SOC 変化を捉えることができないために、SOC が変化しないという誤っ
た結果が得られた可能性がある。 
また、SOC は良質な人生経験を通じて形成され、成人期においては、特に心理社会的な
職場環境が重要であるとされている 68)。SOCと心理社会的な職場環境の関連については、
これまでにいくつかの研究がなされ、仕事の要求度 93, 94)、裁量度 81, 83, 93, 94)と、達成感 95)
と関連があることが報告されている。しかし、裁量度と SOC には関連が無かったという
報告 85)や、裁量度及び職務保障は、4 年間の SOC の変化と関連が無かったという報告 96)
もある。このように、SOC と心理社会的な職場環境の関連については未だ結論には至って
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いない。この原因として、第Ⅰ章で述べた通り、対象者の属性や質問票が異なること、横
断調査 84, 93～95)と縦断調査 83, 85, 96)という調査方法の差異があることに加え、縦断調査にお
いても調査間隔が 1 年から 4 年と異なること、調査間隔が長く因果関係が希薄となり検出
できなくなってしまった可能性 85, 96)があることが挙げられる。また、信頼性、妥当性を確
認していない質問票を用いていること 83)、SOC と心理社会的職場環境の関連の検討にス
テップワイズ法による重回帰分析を用いており、モデルに含むべき変数が除外されている
可能性 94)があること、因果関係ではなく数値の線形関係を表す相関分析から因果関係を論
じていたり 95)、平均への回帰を考慮していなかったり 84)という先行研究自体の問題が挙げ
られる。 
他にも、SOC に影響を与える個人背景（養育環境、家庭環境、経済状況など）や社会的
背景（社会情勢、文化など）68)が先行研究によって異なることが挙げられる。そして、こ
のことから本邦におけるSOCの経時的変化やSOCと心理社会的職場環境の関連を明らか
にするには本邦において研究を実施する必要がある。 
成人期の SOC に変化する可能性がなければ、精神的健康度を保持増進するために SOC
の向上を図る意義は乏しい。そのため、成人期の SOC が変化するのか明らかにすること
を本研究の目的 1 とした。また、労働者が長時間過ごす職場の環境、心理社会的職場環境
が SOC に影響を与えるのであれば、心理社会的職場環境を改善させることで SOC が向上
し、ひいては精神的健康度の保持増進につながる可能性がある。そのため、SOC と心理社
会的職場環境の関連を検討することを本研究の目的 2 とした。 
そして、前述の先行研究自体の問題点等を踏まえ、SOC の変化を検出できるよう 8 年間
という長期間にわたり、さらに、平均への回帰を考慮し詳細な SOC の変化を検討できる
よう多時点での縦断調査を本邦において実施することとした。その際、信頼性、妥当性の
確認されている質問票を用い、属性による違いを考慮して検討を行うこととした。 
 
C. 対象と方法 
a. 調査方法 
茨城県内のグループ企業（2 事業場）に勤める職員のうち、調査に同意の得られた職
員を対象として、2005 年から 2012 年の 8 年間、毎年 1 回、計 8 回調査を行った。対象
者に記名自記式質問票を配布回収し、第三者機関においてナンバリングを行い、各調査
において統一した ID を用いて追跡調査を行った。なお、2012 年の 1 事業場の調査にお
いては質問票ではなく WEB 調査を実施した。 
 
b. 倫理的配慮 
  本調査は、事業場における心の健康づくりの一環として行われているものであり、調
査実施に当たっては、当該事業場の安全衛生委員会で調査実施の承認を得た。 
調査実施時に、本調査の主旨が職員のメンタルヘルス対策に役立てるものであるとい
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うこと、回答は自由意思によるものであること、回答者のプライバシーに配慮すること、
データについては厳重に管理することを調査表内に明記した。 
調査データについては、第三者機関においてナンバリングを行い、匿名化したデータ
を取得した。 
  また、各調査実施年において、調査対象者にメンタルヘルスに関する情報提供及び研
修会を実施した。なお、調査の結果、精神的健康度が憂慮された者に対しては、産業医
または保健師の面談を実施し、実際の精神的健康度の把握と対策が行われている。 
 
c. 質問紙の構成 
  質問紙の構成は、年齢、性別、職位という基本属性の他、仕事のストレス（心理社会
的職場環境）を評価する目的で職業性ストレス簡易尺度（Brief Scales for Job Stress; 以
下 BSJS）を、また個人のストレス対処力（個体側要因）を評価する目的で SOC をそれ
ぞれ用いた。 
 
c-1. BSJS97-102) 
BSJS は 20 項目の質問で構成され、各質問への回答は 1 点から 4 点に得点化され
る。BSJS は、「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難」「裁量度」「達成感」「同僚・
上司の支援」の 6 つの下位尺度から構成されている。 
「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難」は得点が高いほど仕事のストレスが高
いとされる一方、「達成感」「裁量度」「同僚・上司の支援」は得点が高いほど仕事の
ストレスが低いとされている。BSJS を用いた研究はこれまでに数多くなされ、その
信頼性、妥当性はすでに確認されている。 
 
c-2. SOC103, 104) 
SOC は個人のストレス対処力を反映する指標とされている。本研究では、戸ケ
里ら 105)によってすでにその信頼性、妥当性が確認されている日本語版 13項目 5件
法を用いた。SOC は 13 項目の質問からなり、各質問は 5 段階の回答で構成され、
その合計得点を評価する尺度である。SOC得点の幅は13点～65点で、得点が高い
程 SOC が高い、つまりストレス対処力が高いことを表す。 
 
d. 解析 
2005 年、2012 年調査の両時点で 20 歳から 59 歳であった者のうち、解析項目に欠損
値の無い者を解析対象とした。 
年齢については、2005 年調査時の年齢で次のように分類した。20 歳～29 歳を 20 歳
代、30 歳～39 歳を 30 歳代、40 歳～49 歳を 40 歳代、50 歳～59 歳を 50 歳代とした。
職位については、2005 年から 2012 年の 8 年間管理職であった管理職群、同じく 8 年間
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非管理職であった非管理職群、途中で昇格した昇格群、途中で降格した降格群と複数回
変化した複数回変化群の 5 群に分けた。 
SOC の経時的変化（目的 1）について検討するため、2005 年から 2012 年の SOC 得
点を被験者内変数として、全体、そして属性別に反復測定分散分析を行った。さらに、
二元配置反復測定分散分析を用いて、性別、年代、職位の交互作用の有無を検討した。
次に、ベースライン調査（2005 年調査）の SOC 得点による SOC の経時的変化の差異
を検討するため、2005 年時の SOC 得点の 5 分位数で 5 群に分け、上から最高群、高群、
低群、最低群とし、上記と同様に反復測定分散分析を行った。さらに、二元配置反復測
定分散分析を用いて、性別、年代、職位の交互作用の有無を検討した。 
次に、SOC と心理社会的職場環境の関連（目的 2）を検討するため、2005 年の SOC
得点と 2012 年の SOC 得点の差で 2 群に分け、対応のない t 検定を用いて BSJS を比較
した。なお、2 群分けは 0 をカットオフ値として 2 群に分け、 
（2012 年の SOC 得点）－（2005 年の SOC 得点）≧1 を SOC 上昇群、 
（2012 年の SOC 得点）＋（2005 年の SOC 得点）≦-1 を SOC 低下群とした。 
さらに、8 年間の心理社会的職場環境が SOC に与える影響を検討するため、BSJS を独
立変数、2012 年の SOC を従属変数とする重回帰分析（強制投入方法）を行った。その
際、8 年間の心理社会的職場環境をモデルに反映するため、1 時点ではなくレベル変数
60, 106) [｛（2005 年の値）＋（2006 年の値）＋（2007 年の値）＋（2008 年の値）＋（2009
年の値）＋（2010 年の値）＋（2011 年の値）＋（2012 年の値）｝÷8]を独立変数に用
いた。 
なお、いずれの検定においても有意水準はp＜0.05とし、統計解析は IBM SPSS ver.19
を用いて行った。 
 
D. 結果 
a. 調査対象者数と回答者数、回答率 
  各調査の対象者数と回答者数、回答率を TableⅡ-1 に示す。 
 
b. 解析対象 
2005 年から 2012 年の計 8 回の調査全てに回答が得られた職員 324 名のうち、解析項目
に欠損値のない 214 名を対象として解析を行った。初回の調査である 2005 年調査におい
て、解析対象者 214名と対象外者 411名の 2005年調査における平均年齢は、それぞれ 36.9
±6.8 歳、40.2±10.4 歳で対応のない t 検定で有意差（p＜0.001）を認めた。SOC はそれ
ぞれ 40.2±6.2 点、41.8±7.3 点で対応のない t 検定で有意差（p=0.007）を認めた。また、
解析対象者 214 名と計 8 回の調査全てに回答したものの欠損値があった 110 名について、
2005 年時の平均年齢、SOC を対応のない t 検定で比較したところ、いずれも有意差を認
めなかった（それぞれ p=0.303、p=0.816）。 
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対象者の 2005 年時の平均年齢は 36.9±6.8 歳であり、男性が 163 名（76.1%）、女性が
51 名（23.8%）であった。対象者の基本属性を Table Ⅱ-2 に示す。 
 
c. SOC の経時的変化 
SOC が正規分布に従う、全体、男女別、年代別（20 歳代から 40 歳代）、管理職群、
非管理職群、複数回変化群の反復測定分散分析の結果は TableⅡ-3 に、SOC が正規分布
に従わない 50 歳代、昇格群、降格群の反復測定分散分析（Friedman 検定）の結果は
TableⅡ-4 に示す。 
全体の反復測定分散分析の結果は有意ではなく、8 年間の SOC に有意な変化は見られ
ないという結果であった。また、SOC と性別、年代、職位の間に交互作用を認めなかっ
た。 
 
 c-1. 性別（TableⅡ-3） 
男性、女性ともに反復測定分散分析の結果は有意ではなく、男性、女性ともに 8 年
間の SOC に有意な変化は見られないという結果であった。 
 
 c-2. 年代（TableⅡ-3, 4） 
20歳代から 50歳代のいずれの年代の反復測定分散分析（50歳代はFriedman検定）
の結果も有意ではなく、いずれの年代も 8 年間の SOC に有意な変化は見られないと
いう結果であった。 
 
 c-3. 職位（TableⅡ-3, 4） 
   管理職群、昇格群、降格群の反復測定分散分析の結果は有意ではなく、管理職群、
昇格群、降格群の SOC は 8 年間で変化しないという結果であった。一方、非管理職
群（p=0.043）、複数回変化群（p＜0.001）はともに有意であり、点数は非管理職で上
昇し、複数回変化群では低下していた。 
 
d. ベースライン調査時の SOC 得点別 SOC の経時的変化 
各群の SOC 得点は下記の通りとなった。 
・SOC 最高群 48 点≦SOC 得点 
  ・SOC 高群  44 点≦SOC 得点≦47 点 
  ・SOC 中群  39 点≦SOC 得点≦43 点 
  ・SOC 低群  35 点≦SOC 得点≦38 点 
  ・SOC 最低群     SOC 得点≦34 点 
上記 5 群の 2005 年時の平均年齢を一元配置分散分析で検定したところ、いずれの 2
群間においても有意差を認めなかった。 
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群別に 2005 年から 2012 年の SOC 得点を被験者内変数として反復測定分散分析を行
った結果（TableⅡ-5）、SOC 最低群のみ 8 年間で有意に SOC 得点が変化（p=0.001）
し、点数は上昇していた。また、いずれの群においても、SOC と性別、年代、職位の間
に交互作用を認めなかった。 
 
e. SOC と心理社会的職場環境の関連 
e-1. SOC 上昇群と低下群の BSJS の比較 
 SOC 上昇群は 99 名、SOC 低下群は 98 名であった。各調査の BSJS について SOC
上昇群、低下群で対応のない t 検定を行った結果を TableⅡ-6、7 に示す。項目別にみ
ると、量的負荷は 2006 年、2010 年から 2012 年において上昇群が有意に低かった。
質的負荷は、2005 年から 2007 年、2009 年から 2012 年において上昇群が有意に低か
った。対人関係の困難は、2010 年から 2012 年において、上昇群が有意に低かった。
裁量度および達成感は、2011 年、2012 年において上昇群が有意に高かった。また、
同僚・上司の支援は、2009 年から 2012 年において上昇群が有意に高かった。 
 
 e-2. SOC と心理社会的職場環境の関連‐重回帰分析結果より‐ 
  重回帰分析（強制投入法）の結果、（TableⅡ-8）、重決定係数 R2は 0.31 であった。
標準化偏回帰係数βが有意であった項目とその値は、質的負荷-0.23、対人関係の困難
-0.39、達成感が 0.25 で、対人関係の困難のβの絶対値が最も大きかった。 
 
E. 考察 
a. SOC の経時的変化について 
  いずれの項目においても SOC との間に交互作用を認めなかったことから、属性別、
ベースラインの SOC 得点別の解析における SOC の変化は、その属性に起因すると考え
られる。 
属性別の SOC の反復測定分散分析より、本研究の解析対象者全体、男性、女性、各
年代、管理職群、昇格群、降格群においては、8 年間の SOC に有意な変化は見られなか
った。非管理職群においては 8 年間で SOC が有意に変化し、点数は上昇していた。こ
れは、非管理職群は管理職群より若く、管理職と比し周囲からのサポートが得られやす
く、また管理職のマネジメントにより、過小負荷と過大負荷のバランスの経験という
SOCの形成に重要な良質な人生経験 68)が得られたからではないかと考えられた。また、
複数回変化群においては 8 年間で SOC が有意に変化し、点数は低下していた。これは、
職位が不安定であるために、SOC の形成に重要な職務保障が得られなかったこと、そし
て、職場における人間関係が度々変化し周囲からのサポートを得難くなったためではな
いかと考えられた。 
また、ベースライン調査時の SOC 得点別の反復測定分散分析より、SOC 低値群では
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SOC が 8 年間で有意に変化し点数は上昇するものの、SOC 高値群では 8 年間で SOC
が変化しないことが示された。これは、「SOC が高い場合にはその程度を保てる」とい
う Antonovsky の仮説 68)や先行研究 89, 107)を支持する結果であった。しかし、SOC 低値
群では SOC が上昇し、「SOC が低い場合には悪循環に陥る」という Antonovsky の仮説
68)と反対の結果が得られた。これは、社会に出ることで、職場での人間関係というソー
シャルサポートや職務保障が得られ、また、社会や職場のルールに直面することにより、
一貫性の経験 91)という良質な人生経験が得られたからではないかと考えられた 89)。 
本研究における SOC の変化量は数点であった。SOC は、「その人の生活世界全般へ
の志向性」と定義される 68)こと、横断研究 105)ではあるが、各年代の SOC を比較すると
10 年間で SOC は 1 点前後しか変化していないことからも、SOC は容易には変化しない
ものと考えられる。一方で、SOC が 1 点上昇すると消化器症状は男女ともに 5.2%減少
し、坐骨神経痛・背部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性におい
ては 3 日間以上の病気休業が 2.2%減少したという報告 80)や、SOC が高いと将来抑うつ
で休業するリスクは 5 分の 1 以下となるなど将来の精神的健康度に大きく寄与するとい
う報告 77)があることより、本研究における SOC の変化も臨床的な意義を有するものと
考えられた。 
 
b. SOC と心理社会的職場環境の関連について 
  SOC 上昇群と低下群の BSJS を対応のない t 検定にて比較したところ、各調査におい
て有意であった項目に差異は見られるものの、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難は
上昇群で有意に低く、裁量度、達成感、同僚・上司の支援は上昇群で有意に高いという
結果が得られた。量的負荷、質的負荷については、SOC 上昇群では負荷のバランスが取
れていたが、低下群では過大負荷となり、前者では SOC が上昇、後者では低下につな
がったと考えられた。また、対人関係の困難と同僚・上司の支援については、SOC 上昇
群では SOC の形成に重要なソーシャルサポート 68)が得られていたが、低下群では得る
ことが難しく、前者では SOC 上昇、後者では SOC 低下につながったと考えられた。こ
れは先行研究 108)を支持する結果であった。裁量度については、SOC 上昇群では結果形
成の参加という良質な人生経験が得られたが、低下群では得ることが難しく、前者では
SOC が上昇し、後者では SOC が低下したと考えられた。最後に、達成感については、
仕事上の喜びと誇りという SOC の形成に大きくかかわる職業経験 68)であり、SOC 上昇
群では達成感が得られていたが、低下群では得ることが難しかったため、前者では SOC
が上昇、後者では SOC が低下したと考えられた。これは先行研究 109)を支持する結果で
あった。 
  重回帰分析の結果より、質的負荷、対人関係の困難の 8 年間（2005 年から 2012 年）
の平均値が 2012 年の SOC に負の影響、達成感の 8 年間の平均値は 2012 年の SOC に
正の影響を及ぼすことが明らかとなった。これらは Antonovsky の説 91)を支持するもの
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であり、さらに、Feldt ら 107)は、1 年間 2 時点縦断調査を実施し、その結果、職場の人
間関係が SOC に影響を与えていたという因果関係を含めた報告をしており、これは、
対人関係の 8年間の平均値が 2012年のSOCに負の影響を与えていたという結果と合致
するものであった。この結果より、質的負荷、対人関係の困難を軽減すること、そして
達成感を高めることで SOC を高められる可能性が示唆された。 
先行研究よりSOCが精神的健康度と強い関連を有することが明らかとなっており 82)、
質的負荷、対人関係の困難、達成感という心理社会的職場環境に介入することは、SOC
を介して労働者の精神的健康度の改善にもつながると考えられた。 
 
F. 結論 
 茨城県内のグループ企業（2 事業場）において、心理社会的な職場環境要因と、ストレ
ス対処力を反映するとされる SOC について 8 年間の縦断調査を実施した。 
 今回の調査結果をまとめると以下の通りとなる。 
・男性、女性、20 歳代から 50 歳代、管理職の SOC は、8 年間で変化しなかった。 
・非管理職の SOC は 8 年間で有意に変化し、点数は上昇した。 
・SOC 最低群は、8 年間で SOC が有意に変化し、点数は上昇した。 
・SOC 上昇群では、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難が低く、裁量度、達成感、同僚・
上司の支援が高く、これらが SOC に影響を与える可能性が示唆された。 
・質的負荷、対人関係の困難、達成感が SOC に影響を与えることが明らかとなった。 
上記より、心理社会的職場環境に介入することにより、労働者の SOC を高められる可能
性が示された。 
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労働者の首尾一貫感覚と 
心理社会的職場環境の関連について 
―共分散構造分析による因果モデルの検証― 
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第Ⅲ章 調査研究－2 
労働者の首尾一貫感覚と心理社会的職場環境の関連について 
―共分散構造分析による因果モデルの検証― 
 
A. 目的 
 SOC と心理社会的職場環境の関連について明らかにすることを目的とした。 
 
B. 調査研究の背景 
 近年、心の健康問題による休職者数が増加傾向にあり、労働者の心の健康問題が社会問
題化している。厚生労働省が中心となり、「事業場における労働者の心の健康づくりのため
の指針」を策定するなどして、メンタルヘルス対策を推進してきているが、1998 年以降、
年間の自殺者数は 14 年連続で 3 万人を超え、その約 1/3 が労働者で占められるという状
態が続いている 20)。さらに、民間労働者を対象に行った調査 110)では、仕事において過度
な精神的ストレスを抱えていると回答した労働者は 64%にも上っている。また、全国の上
場企業 2,140 社を対象とした調査 13)では、37.6%の企業が、最近 3 年間の「心の病」が増
加傾向にあると回答している。 
 また、文部科学省の「平成 22 年度教育職員に係る懲戒処分等の状況について」14)では、
病気休職のうち精神疾患によるものの割合は年々増加傾向にあり、平成22年度では62.4％
を占めている。以上より、民間企業、公的機関を問わず、労働者の心の健康問題は喫緊の
問題となっている。 
 心の健康問題が社会問題化している状況に対して、解決策を見出すために様々な研究が
行われているが、その多くが職業性ストレスや精神的健康度の定量化に着目して行われた
ものであった。しかし、実際の個々人のストレス反応は、ストレス経験の認知様式などの
主観的質的要素の影響を受けるとされている 91)。そのため、個人におけるストレス反応を
考える際には、刺激―反応の概念から、個人の認知的評価と対処を導入した概念が主流と
なっている 92)。そのような中、労働者の個体側要因、なかでもストレス対処力を反映する
首尾一貫感覚（Sense of Coherence；以下、SOC）68)が注目されてきている。 
 SOC は良質な人生経験を通じて形成され、成人期における SOC の形成については、心
理社会的職場環境が重要であるとされている 68)。SOC と心理社会的な職場環境の関連に
ついては、これまでに数は少ないもののいくつかの研究がなされ、仕事の要求度 83, 93, 94)、
精神的な仕事の要求度 81, 95), 裁量度 81, 83, 93, 94)と、達成感 95)と関連があることが報告され
ている。しかし、裁量度及び職務保障は、4 年間の SOC の変化に関連が無かったという報
告 96)や、裁量度と SOC には関連が無かったという報告 85)もあり、SOC と心理社会的職場
環境の関連については未だ結論には至っていない。その原因として、この原因として、第
Ⅰ、Ⅱ章で述べた通り、対象者の属性や質問票が異なること、職種や職位で調整を行って
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いないこと 83～85, 93～96)、横断調査 84, 93～95)と縦断調査 83, 85, 96)という調査方法の差異がある
ことに加え、縦断調査においても調査間隔が 1 年から 4 年と異なること、調査間隔が長く
因果関係が希薄となり検出できなくなってしまった可能性 85, 96)があることが挙げられる。
また、信頼性、妥当性を確認していない質問票を用いていること 83)、SOC と心理社会的
職場環境の関連の検討にステップワイズ法による重回帰分析を用いており、モデルに含む
べき変数が除外されている可能性 94)があること、因果関係ではなく数値の線形関係を表す
相関分析から因果関係を論じていたり 95)、平均への回帰を考慮していなかったり 84)という
先行研究自体の問題点が挙げられる。 
そこで、今回、SOC と心理社会的職場環境の関連について明らかにすることを本研究の
目的とした。そして、本研究では、多くの公的機関及び民間企業が立地する筑波研究学園
都市において、幅広い年齢、職種の労働者を対象に 2011 年に 1 万人規模の大規模な横断
調査を、信頼性、妥当性が確認されている複数の心理社会的職場環境の要素を含む質問票
を用いて実施した。そして、因果の強さの推定と検定、及びモデルの妥当性を数値化して
評価が可能で属性の違いを考慮した分析が可能な共分散構造分析を用い、SOC と心理社会
的職場環境の関連について検討を行った。 
 
C. 対象と方法 
a. 調査方法 
筑波研究学園都市交流協議会に所属し、本調査に参加同意の得られた機関の労働者を
対象として、2011 年 11 月に WEB 調査を実施した。各機関の担当者を通じて、本調査
の主旨や調査方法の説明を記載した書面を上記対象者に配布した。なお、データに欠損
が生じないよう WEB 調査のプログラムを作成した。 
 
b. 倫理的配慮 
調査実施に当たっては、調査対象機関が所属する筑波研究学園都市交流協議会内の労
働衛生専門委員会において、調査の主旨、質問内容、実施方法、データの管理、活用法
などの倫理的事項について十分に検討を行い、同協議会の総会において、調査実施の承
認を得た。 
調査実施時には、調査の案内資料を各機関の担当者を通じて労働者に配布し、書面及
び WEB 調査画面において、本調査は労働者の職場環境改善に役立てるものであること、
回答は自由意思によるものであること、無記名の調査であり、回答者のプライバシーに
配慮すること、データについては厳重に管理することを明記し、本調査の主旨に同意を
得た上で回答を得た。 
 
c. 質問項目 
質問項目は、年齢、性別、職種、職位という基本属性に加え、心理社会的職場環境を
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評価する目的で職業性ストレス簡易尺度（Brief Scales for Job Stress BSJS；以下、
BSJS）を、また、個人のストレス対処力（個体側要因）を評価する目的で SOC をそれ
ぞれ用いた。 
 
  c-1. BSJS 
BSJS は 20 項目の質問で構成され、各質問への回答は 1 点から 4 点に得点化され
る。BSJS は、「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難「裁量度」」「達成感」「同僚・
上司の支援」の 6 つの下位尺度から構成されている。 
「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難」は得点が高いほど仕事のストレスが高
いとされる一方、「達成感」「裁量度」「同僚・上司の支援」は得点が高いほど仕事のス
トレスが低いとされている。BSJS を用いた研究はこれまでに数多くなされ、その信
頼性、妥当性はすでに確認されている 97-102)。 
 
  c-2. SOC 
SOC を用いた研究は、これまでに数多くなされ、その信頼性、妥当性はすでに確
認されている 68, 103, 104)。本研究では、山崎ら 60, 87, 105, 111）によってすでにその信頼性、
妥当性が確認されている日本語版 13 項目 7 件法を用いた。 
SOC は 13 項目の質問からなり、各質問は 7 段階の回答で構成され、その合計得点
を評価する尺度である。SOC 得点の幅は 13 点～91 点で、得点が高い程 SOC が高い
ことを表す。SOC は 3 つの下位尺度である、把握可能感、有意味感、処理可能感に
分けられ、各々の得点の幅は、5 点～35 点、4 点～28 点、4 点～28 点であり、それ
ぞれ得点が高い程、把握可能感、有意味感、処理可能感が高いことを表す。 
本研究におけるSOC、把握可能感、有意味感、処理可能感のCronbachのα係数は
それぞれ、0.84、0.73、0.69、0.57で処理可能感のα係数は低いものの、いずれの信
頼性もある程度保たれていた。 
 
d. 解析 
20歳～59歳である者を本調査の解析対象とした。なお、年齢については、20～29歳
を 20 歳代、30～39 歳を 30 歳代、40～49 歳を 40 歳代、50～59 歳を 50 歳代として各
年代に分類した。 
まず、属性別の SOC について、性別、職位で対応のない t 検定、年代と職種間では
一元配置分散分析を用いて検討した。 
次に、共分散構造分析を用いて、BSJSの6つの下位尺度とSOCの関連を検討した。
共分散構造分析は、構造方程式モデリング（Structural Equation Modeling；以下、
SEM）とも呼ばれ、因果の強さの推定と検定、及びモデルの妥当性を数値化して評価が
可能な解析方法である。また、属性による違いを検討するために層別解析を行うと、n
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数が低下するために各集団における推定値の安定性が損なわれ、場合によっては解析自
体が困難となる。さらに適合度指標に基づいて母集団間でのモデルの比較が困難になる
という問題が生じる。しかし、共分散構造分析においては、複数の母集団から抽出され
たデータを母集団の効果を考慮した分析である多母集団同時分析を行うことが可能であ
る。そのため、本研究では SEM を用いて解析を行った。 
そして、BSJS の下位尺度である量的負荷（パス図では Work_load と表記）、質的負
荷（同 Mental_work_load）、対人関係の困難（同 Problem_in_relationships）、裁量
度（同Job_control）、達成感（同Reward_from_work）、同僚・上司の支援（同Support）
が SOC に影響を与えるというパスを引いたモデルを構築した。なお、SOC は、下位尺
度である把握可能感（同 co）、有意味感（同 me）、処理可能感（同 ma）の 3 つに分
け観測変数とした。 
BSJS の開発者の錦戸ら 97)は、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難の間には中程度
～比較的高い正の相関（r=0.23～0.50）があること、同様に裁量度、達成感、同僚・上
司の支援の間にも中程度～比較的高い正の相関（r=0.29～0.47）があること、対人関係
の困難と同僚・上司の支援の間には中程度の負の相関（r=-0.35）があることを報告して
いる。本研究においてBSJSの 6つの下位尺度間のPearsonの積率相関係数を算出した
ところ（TableⅢ-2）、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難の間には中程度～比較的高
い正の相関（r=0.291～0.697）が、裁量度、達成感、同僚・上司の支援の間にも中程度
～高い正の相関（r=0.385～0.524）が認められた。また、対人関係の困難と同僚・上司
の支援の間には、中程度の負の相関（r=-0.401）が認められ、錦戸らの報告 97)と同様の
結果が得られた。そのため、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難の間、裁量度、達成
感、同僚・上司の支援の間および対人関係の困難と同僚・上司の支援の間には共分散を
設定した。 
BSJS の項目の中には回答に偏りのあるものも見られたため、母数の推定には一般化
最小 2 乗法（Generalized Least Squares；以下、GLS）を用いた。モデル適合度には、
適合度指標（Goodness of fit index；以下、GFI）、修正適合度指標（Adjusted Goodness 
of fit index；以下、AGFI）、平均 2 乗誤差平方根（Root Mean Square Error of 
Approximation；以下、RMSEA）を用いた。GFI、AGFI は 0.9 以上 112, 113)、RMSEA
は 0.08 未満を判定基準に採用した 114)。全ての解析には、IBM SPSS ver. 19 と IBM 
SPSS Amos ver. 19 を用い、有意水準はいずれも p＜0.05 とした。 
 
D. 結果 
調査の対象者数は 21,922 名で回答者数は 9,528 名で回答率は 43.4%であった。そのう
ち、解析対象者数は 9,088 名で平均年齢は 41.1±9.3 歳であった。 
男性は 5,687 名、女性は 3,401 名と男性が多く、年代では 30 歳代が 3,112 名、職種で
は教育・研究職が 3,692 名と最多であった（TableⅢ-1）。 
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次に、属性別の SOC を対応のない t 検定、一元配置分散分析を用いて検討した（Table
Ⅲ-1）。対応のない t 検定を行ったところ、SOC は男性、管理職で有意に高かった（とも
に p＜0.001）。一元配置分散分析を行ったところ、年齢、職種の主効果はいずれも有意で
あった（p＜0.001）。さらに Tukey 法による事後検定を行ったところ、いずれの年代間に
おいても有意差（p＜0.05）を認め、年代が上がる程、SOC が有意に高くなっていた。 
職種においては、事務職と比べ、教育・研究職と技術職は有意に SOC が高かった（と
もに p＜0.001）。 
 
a. SEM 
モデルを解析した結果、同僚・上司の支援から SOC へのパスは p＜0.05（p=0.035）
で、その他のパス及び共分散はいずれも p＜0.01 で有意であった（FigureⅢ-1）。適合
度は、GFI=0.936、AGFI=0.919、RMSEA=0.057 といずれも良い適合度を示した。一
方、SOC が量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁量度、達成感、同僚・上司の支
援に影響を与えるという逆方向のパスを引いたモデルでは、全てのパスが p＜0.001 で
有意であったが、GFI=0.915、AGFI=0.896、RMSEA=0.065 と適合度はいずれも低下
した。 
BSJSの 6つの下位尺度の間には、FigureⅢ-1に示す通りPearsonの積率相関係数と
同様に、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難の間には正の相関、裁量度、達成感、同
僚・上司の支援の間には正の相関、対人関係の困難と同僚・上司の支援の間には負の相
関が認められた。 
質的負荷、対人関係の困難から SOC へのパスの標準化推定値は、それぞれ-0.37、
-0.27 で、SOC を低下させる方向に働く。逆に、量的負荷、裁量度、達成感、同僚・上
司の支援から SOC へのパスの標準化推定値は、それぞれ 0.13、0.10、0.16、0.03 で、
SOC を上昇させる方向に働く。つまり、質的負荷、対人関係の困難を軽減すること、
量的負荷を増加、裁量度、達成感を向上させることで SOC が上昇することが示され
た。 
 
b. 多母集団同時分析 
 b-1. 性別 
男性、女性の 2 群に分け多母集団同時分析を行った。その結果、GFI=0.936、
AGFI=0.922、RMSEA=0.039 と適合度は良好であった。つまり、両母集団に共通し
て適合度が良好で、配置不変性が成り立つことが示された。 
 
 b-2. 年代別 
20 歳代、30 歳代、40 歳代、50 歳代の 4 群に分け多母集団同時分析を行った。そ
の結果、GFI=0.930、AGFI=0.916、RMSEA=0.028 と適合度は良好であった。つま
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り、4 つの母集団に共通して適合度が良好で、配置不変性が成り立つことが示され
た。 
 
 b-3. 職種別 
教育・研究職、事務職、技術職、その他（営業、製造、サービスなど）の 4 群に分
け分け多母集団同時分析を行った。その結果、GFI=0.932、AGFI=0.918、
RMSEA=0.027 と適合度は良好であった。つまり、4 つの母集団に共通して適合度が
良好で、配置不変性が成り立つことが示された。 
 
 b-4. 職位別 
管理職と非管理職の 2 群に分け多母集団同時分析を行った。その結果、GFI=0.935、
AGFI=0.921、RMSEA=0.039 と適合度は良好であった。つまり、両母集団に共通し
て適合度が良好で、配置不変性が成り立つことが示された。 
 
E. 考察 
成人期の SOC の形成については、心理社会的な職場環境が重要であるとされている 68)
が、本邦において、SOC と心理社会的な職場環境の関連に関する研究は数少なく、また、
複数の心理社会的な職場環境との関連に関する研究や SEM を用いた研究は国内外を問わ
ず数少なく、属性による違いを検討した研究は見当たらない。 
 
a. 属性別の SOC 
先行研究と同様に年代が高い程、SOC が高いという結果が得られた 82)が、これは、
Antonovsky が掲げる SOC を形成する良質な人生経験 68)を得る機会が、高年齢である
程多かったからではないかと考えられた。 
職種では、教育・研究職と技術職が、事務職より有意に SOC が高かった。事務職は、
決められた業務を決められた通りにこなすことが求められるため、裁量度が低く、達成
感が得られにくい。一方、教育・研究職は、今回の調査対象においてはその多くが先進
的な研究に従事しており、自ら研究計画を立案し実行するなど裁量度が高い。また、質
的な負荷は高いが、専門的な知識や技能を有することから過大負荷となることを避ける
ことができ、バランスの取れた負荷の経験につながる。そして、その成果によって社会
的な評価が得られるなど達成感が得られやすい。技術職も同様に、専門的な知識や技術
を活かして研究・開発の支援を行っており、バランスの取れた負荷の経験や社会的な評
価が得られるなど達成感が得られやすい。そのため、教育・研究職や技術職は、事務職
と比し、SOC の形成に重要な意思決定や結果形成への参加にかかわる経験が多く、
SOC が高かったのではないかと考えられた。 
また、管理職と非管理職では有意に管理職の SOC が高く、これは先行研究 115, 116)を
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支持する結果であった。これは、管理職は、昇進という良質な人生経験を有しているこ
と、さらに非管理職より仕事における裁量度が高く、SOC の形成に重要な意思決定や
結果形成への参加にかかわる経験が多かったこと、さらに、管理職の平均年齢はそれぞ
れ 48.8±6.8歳と 39.2±8.8歳と管理職の方が高く、その分 SOCを形成する良質な人生
経験を得る機会が多かったことによるのではないかと考えられた。 
 
b. SEM 
先行研究では、SOC と複数の心理社会的職場環境の因子を検討した研究は少ないが、
実際の職場では、その因子は単一ではなく複数存在していることから、複数の因子との
関係を検討する必要があると考えられる。今回用いた BSJSにおいては、労働時間など
の客観的なストレス因子ではなく、個人が主観的に認知的評価したストレス因子、つま
り心理社会的職場環境が評価されていると考えられる。本研究では、BSJS の 6 つの下
位尺度を用い、それらを心理社会的職場環境の複数の因子と考えモデルを構築した。 
本研究では、BSJSから SOCにパスを引いたモデルの適合度は良好で、BSJSの 6つ
の下位尺度から SOC へのパスの標準化推定値は全て有意であった。そして、多母集団
同時分析の結果、いずれの集団においても BSJS から SOC にパスを引いたモデルが成
り立つことが示された。また、SOC の形成には心理社会的職場環境が重要であるとい
うAntonovskyの説を支持するものであった。加えて、SOCからBSJSにパスを引いた
モデルでは適合度が低下した。以上より、BSJS が SOC にパスを引いたモデル、つま
り心理社会的職場環境が SOC に影響を与えるとするモデルが適切と考えられた。標準
化推定値より、BSJS の中では質的負荷が最も強く SOC に影響を与えていた。 
先行研究においては、仕事の要求度と SOC との間には負の関連 81, 93, 95)が報告されて
いる。しかし、本研究では量的負荷は SOC に正の影響を与えていた。これは、量的負
荷が高まることで、結果形成への参加機会が増え、それに伴い成果、達成感を得られる
機会も増加するなど、良質な人生経験 91)を得られる機会が多くなった可能性が推測さ
れた。ただし、量的負荷と質的負荷及び対人関係の困難の間には有意な正の相関が存在
しており、量的負荷の増大は、質的負荷、対人関係の困難も増大を伴うことから量的負
荷が高い程SOCが高くなるわけではなく、Antonovskyが述べるように過小負荷でも過
大負荷でもないバランスの取れた負荷 68)であることが SOC の形成に重要であると考え
られた。これまでに量的負荷と質的負荷に分けて SOC との関連を調査した先行研究は
見られないものの、Söderfeldt95)らは、量的負荷は SOC や精神的健康度と関連が見ら
れなかったが、精神的負荷は SOC と負の関連、精神症状や抑うつと正の関連があった
と報告している。これより、量的負荷は精神的健康度に影響を与えない程度であれば、
SOC 向上のために必要であることが示唆された。一方で、仕事の要求度と SOC には関
連がなかったという報告 84)もあり、今後さらなる検証が必要である。 
質的負荷はSOCに負の影響を与えていた。質的負荷とSOCとの関連を検討した先行
- 41 - 
 
研究は見当たらなかった。バランスの取れた負荷であれば SOC の形成に重要 68)である
が、本研究の対象者の多くが先進的な研究に従事している教育・研究職で占められてい
ることから、対象者の質的負荷が過大となっていたことにより SOC に負の影響を与え
ていた可能性が考えられた。また、BSJS の質的負荷に関する質問は、「経験だけで対
処できないことがよくある」や「仕事に行き詰まることがよくある」と過大負荷につい
ても評価していることから、BSJS の質的負荷の増大は過大負荷であることにつながり、
SOC に負の影響を与えていた可能性も考えられた。 
対人関係の困難はSOCに負の影響、同僚・上司の支援はSOCに正の影響を及ぼして
いた。両者には中程度の負の相関が見られており、ともに SOC の形成に重要なソーシ
ャルネットワークやソーシャルサポート 68)を評価していると考えられる。先行研究に
おいて、SOC とソーシャルネットワーク、ソーシャルサポートとの間には正の関連が
あることが報告されており 107, 109)、本研究の結果はこれを支持するものであった。
Feldt ら 85)は、27 歳から 64 歳の管理職を対象に交差遅延モデルを用いた 3 年間 2 時点
の縦断調査を行い、SOC が 3 年後の職場風土を予想するという逆方向の因果関係を報
告している。本研究の対象は、20 歳代から 50 歳代までの労働者全体と先行研究より幅
広く、性別、職種別、年代別、管理職別を問わず心理社会的職場環境が SOC に影響を
与えるという Antonovsky の説 68)を支持する結果となった。 
裁量度はSOCに正の影響を及ぼしていた。同様に、Togari83)は、20歳代から40歳代
の男性を対象に交差遅延モデルを用いた4年間3時点の縦断調査を行い、裁量度はSOC
に対する直接効果、SOC を介し精神健康に間接効果を有することを報告しており、本
研究結果は、先行研究 81, 93, 94)を支持する結果であった。裁量度が高いことは、職場で
の意思決定への参加を可能とし、さらに、知識や技能、人的資源などを自身の判断
で利用し業務にあたれることを意味する。これらは、SOC の形成に重要な意思決定へ
の参加とバランスのとれた負荷の経験をもたらすことにつながっており、Antonovsky
の説 68)を支持する結果であった。しかし、裁量度と SOC には関連がないとする報告 86)
もあり、今後、さらなる検討が必要である。 
また、達成感はSOCに正の影響を及ぼしており、先行研究 95, 110)を支持する結果であ
った。これは、達成感が、仕事上の喜びと誇りという SOC の形成に大きくかかわる職
業経験 68)であるためと考えられた。 
本研究より、BSJS の量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁量度、達成感、同
僚・上司の支援が SOC に有意に影響を及ぼすことが明らかになった。そしてこのモデ
ルは、性別、年代別、職種別、職位別による多母集団同時分析により、集団による違い
は認められず、先行研究より幅広い対象において同じモデルが成立することが明らかと
なった。 
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F. 結論 
多数の教育研究機関が集中する筑波研究学園都市において、大規模な横断調査を実施
した。 
 今回の調査結果より、 
・SOC は、男性、管理職の方が高く、また年代が上がるほど高かった。 
・SOC は、教育研究職と技術職が事務職より高かった。 
・SEM より、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁量度、達成感、同僚・上司の支
援から SOC にパスを引いたモデルが採択された。性別、年代別、職種別、職位別によ
る多母集団同時分析結果より、それぞれの集団で同モデルが成立することが示された。
これより、質的負荷、対人関係の困難を軽減すること、量的負荷を増加、裁量度、達成
感を向上させることにより SOC を高められる可能性が示された。 
上記より、労働者の心理社会的職場環境に介入することにより、SOC を高められる可能性
が示唆された。 
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第Ⅳ章 本研究のまとめ 
 
A. 労働者の首尾一貫感覚の経時的変化について 
第Ⅱ章の縦断調査結果より、SOC は、全体で 2005 年から 2012 年の 8 年間では有意な
変化を認めなかった。男女別、年代別にみても有意な変化は認められなかった。Antonovsky
は、SOC は人生経験の積み重ねによって形成され、30 歳くらいまでに安定し、それ以降
はそれまでのような大きな変動は起きにくいとしている。第Ⅲ章の横断調査結果より、年
代が高いほど SOC は高くなっており、年齢を重ね、様々な経験を経ることで 10 年を超え
る長期間で考えると SOC が向上する可能性はあるが、8 年間の追跡期間では大きな変動は
なく、本研究は Antonovsky の仮説を支持する結果であった。 
職位別にみると、管理職群、昇格群、降格群においては有意な変化を認めなかったもの
の、非管理職群および複数回変化群においては有意な変化を認めた。前者では、点数が上
昇しており、この理由として、非管理職は管理職と比し周囲からのサポートが得られやす
く、また、管理職のマネジメントにより過小負荷と過大負荷のバランスの経験という SOC
の形成に重要とされる良質な人生経験が得られたからではないかと考えられた。後者では、
点数が低下しており、この理由として、職位が不安定であるために、SOC の形成に重要な
職務保障が得られなかったこと、そして、職場における人間関係が度々変化したために周
囲からのサポートを得難くなったからではないかと考えられた。 
2005 年調査時の SOC の得点別にその後の SOC の変化を追跡すると、SOC 最低群のみ
有意に変化し、点数は上昇していた。これは、SOC が低ければストレッサーをうまく処理
できず低下するという Antonovsky の仮説と反対の結果であった。これは、今回の研究対
象群が、民間企業グループの労働者を対象としていることから、社会に出ることで、職場
での人間関係というソーシャルサポートや職務保障が得られ、また、社会や職場のルール
に直面することにより、一貫性の経験という良質な人生経験が得られたからではないかと
考えられた 89)。一方、SOC 最低群以外は SOC が有意に変化しなかったが、これは、SOC
が高ければ、その後の SOC は安定するという Antonovsky の仮説や先行研究 89, 107)を支持
する結果であった。 
以上より、労働者の置かれた環境によっては、SOC が経時的に変化する可能性が示唆さ
れた。なお、本研究における SOC の変化量は数点であったが、SOC は、「その人の生活
世界全般への志向性」と定義される 68)こと、横断研究 105)ではあるが、各年代の SOC を比
較すると 10 年間で SOC は 1 点前後しか変化していないことからも、SOC は容易には変
化しないものと考えられる。一方で、SOC が 1 点上昇すると消化器症状は男女ともに 5.2%
減少し、坐骨神経痛・背部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性にお
いては 3 日間以上の病気休業が 2.2%減少したという報告 80)や、SOC が高いと将来抑うつ
で休業するリスクは 5 分の 1 以下となるなど将来の精神的健康度に大きく寄与するという
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報告 77)があることより、本研究における SOC の変化も臨床的な意義を有するものと考え
られた。 
 
B. 労働者の首尾一貫感覚と心理社会的職場環境の関連について 
第Ⅱ章の縦断調査結果より、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難が低いと SOC が高
い傾向、裁量度、達成感、同僚・上司の支援が高いと SOC が高い傾向が認められた。SOC
と心理社会的要因の因果関係について検討した研究は非常に少なく、職場の人間関係が改
善すると SOC が向上したという報告 85)や裁量度が SOC に影響を与えるという報告 83)が
見られるのみである。本研究結果は、SOC と心理社会的職場環境の関連について検討した
先行研究の知見を支持するものであった。 
さらに、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難の低さと、裁量度、達成感、同僚・上司
の支援の高さが SOC の上昇と関連している可能性、そして、現在の SOC に、数年前から
現在までの質的負荷、対人関係が負の影響を、達成感が正の影響を与える可能性が示唆さ
れた。 
第Ⅲ章の横断調査結果より、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁量度、達成感、
同僚・上司の支援から SOC にパスを引いたモデルの適合度が良好で、全てのパスの標準
化推定値が有意であったこと、Antonovsky の説 68)及び先行研究 83)を支持する結果であっ
たことに加えて、SOC から BSJS にパスを引いたモデルでは適合度が低下したことより、
SOC と心理社会的な職場環境との関連について、前者のモデルを採択した。パスの標準化
係数は、質的負荷、対人関係の困難から SOC が、それぞれ-0.37、-0.27、量的負荷、裁量
度、達成感、同僚・上司の支援から SOC が、それぞれ 0.13、0.10、0.16、0.03 で全て有
意であった。さらに、性別、年代別、職種別、職位別の多母集団同時分析より、それぞれ
の集団でも適合度が良好で同モデルが成立することが示された。 
先行研究においては、量的負荷と SOC との間には負の関連 81, 83, 93, 95)が報告されている
が、本研究では量的負荷は SOC に正の影響を与えていた。これは、量的負荷が高まるこ
とで、良質な人生経験 68)を得る機会が多くなった可能性が推測された。また、Söderfeldt95)
らは、量的負荷は SOC や精神的健康度と関連が見られなかったが、精神的負荷は SOC と
負の関連、精神面のストレス反応と正の関連があったと報告している。これより、量的負
荷は精神的健康度に影響を与えない程度であれば、SOC 向上のために必要であることが示
唆された。 
質的負荷と SOC との関連を検討した先行研究は見当たらなかったが、バランスの取れ
た負荷であれば SOC の形成に重要 68)であるが、本研究の対象者の多くが先進的な研究に
従事している教育・研究職で占められていることから、対象者の質的負荷が過大となって
いたことにより SOC に負の影響を与えていた可能性が考えられた。また、BSJS の質的負
荷の増大は過大負荷であることにつながり、SOC に負の影響を与えていた可能性も考えら
れた。 
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対人関係の困難は SOC に負の影響、同僚・上司の支援は SOC に正の影響を及ぼしてい
た。ともに SOC の形成に重要なソーシャルネットワークやソーシャルサポート 68)を評価
しており、先行研究 86, 108, 110)を支持するものであった。 
裁量度は SOC に正の影響を及ぼしており、これは先行研究 81, 83, 93, 94)を支持する結果で
あった。また、裁量度が高いことは、SOC の形成に重要な意思決定への参加とバランスの
とれた負荷の経験をもたらすことにつながっており、Antonovsky の説 68)を支持する結果
であった。 
また、達成感は SOC に正の影響を及ぼしており、先行研究 95, 109)を支持する結果であっ
た。これは、達成感が、仕事上の喜びと誇りという SOC の形成に大きくかかわる職業経
験 68)であるためと考えられた。 
量的負荷と SOC の関連については、両調査で逆方向の結果となっていたが、縦断調査
と横断調査の違い、対象者の違い、解析方法の違いがあるために、一致しなかったと考え
られた。 
以上より、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁量度、達成感、同僚・上司の支援
という心理社会的職場環境が SOC に影響を与える可能性が示唆された。 
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第Ⅴ章 本研究の限界と課題 
 
本研究は、調査同意の得られた民間企業グループを対象とした記名自記式質問紙による
調査と記名式の WEB 調査による縦断研究と、筑波研究学園都市で働く公的機関及び民間
企業の労働者を対象とした無記名の WEB 調査による横断研究で構成されることから、以
下に挙げる限界が存在すると考えられる。 
 
a. 両研究に共通した限界点と課題 
1） ライフイベントや健康状態、個人の背景（家庭環境、経済状況、学歴など）が
SOC と関連を有する可能性が考えられるが、本研究では明らかにできない。今後、
ライフイベントや健康状態、これまでの人生経験も含めた調査研究の実施が課題と
して挙げられる。 
2)  両研究の調査は数週間にわたって実施したため、数日の休業であれば調査に回答
が可能であったが、全期間休業するなど長期休業中の職員は回答ができず、それに
よりバイアスが生じている可能性がある。調査を実施した事業場において、メンタ
ルへルス不全等により休業し、回答できなかった職員数は明らかではないが、メン
タルヘルス不全により長期休業している者は 1 事業場当たり平均 0.37 人、過去 3
年間にメンタルヘルス不全で休職し退職した職員は、1 事業場当たり平均 1.39 人
であったと報告 12)されている。この職員では精神的健康度が不良であることから
SOC が低く、BSJS の量的負荷、質的負荷、対人関係の困難が高く、裁量度、達
成感、同僚・上司の支援が低いと推定されるが、前者は 1 名未満、後者は 3 年で 1
人と極めて少なく、解析結果に有意な変化を生じるほどではないと考えられた。 
 
b. 縦断研究における限界点と課題（調査研究-1） 
3） 単一の医薬品製造・販売会社グループの社員を対象に行ったものであり、公的
機関や他の民間企業など他の事業場に本研究結果をそのまま適応することはでき
ず、一般化可能性に限界が存在する。また、個々の要因間の関係については、今後、
さらに業種や職種の特性を踏まえ検討していくことが課題となると考えられる。 
4） 欠損値を含む者を解析から除外しているため、忙しくて回答を途中でやめてし
まった者のデータが除外されている可能性がある。本人がその忙しい状態どのよう
に捉えているかによって SOC に与える影響は異なるが、この対象者の回答データ
が除外となることで量的負荷、質的負荷が実際よりも低くなり、SOC が実際より
も高くなっていた可能性がある。また、人事異動や定年退職で 8 年間追跡が行え
なくなってしまった者が存在していると考えられるが、本人がそれらをどのように
捉えているのかによって SOC に与える影響が異なり、さらに人事異動や定年退職
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という情報を得ることはできなかったため、本研究結果に与える影響は明らかにで
きなかった。辞職、転職についても同様の理由から、本研究結果に与える影響は明
らかにはできなかった。 
5） 2012 年の 1 事業場においては、調査方法がそれまでの記名自記式質問票による
調査から WEB 調査に変更となっている。質問票による調査では良好な状態にある
（健康である、ストレスが少ない等）という回答が多くなるが、WEB 調査ではよ
り正確なデータ（健康ではない、ストレスが多い等）が得られるとされており 117)、
つまり WEB 調査に変更となったことで、SOC が低下、BSJS の量的負荷、質的
負荷、対人関係の困難は上昇し、裁量度、達成感、同僚・上司の支援は低下した可
能性がある。これに伴い、調査を実施した事業場は同一で、回収率は同様であった
ものの、回答内容に変化が生じている可能性がある。 
6） 本縦断研究は 8 年間の観察研究であり、SOC の変化や SOC と心理社会的職場
環境の関連を検討するには十分でなかった可能性がある。そのため、今後、より長
期にわたる SOC の変化やと SOC と心理社会的職場環境の関連について検討する
必要がある。 
 
c. 横断研究における限界点と課題（調査研究-2） 
7） 筑波研究学園都市には教育研究機関が集中しており、教育研究職、高学歴者の
割合が高いことが分かっている 118)。そのため、その他の都市の労働者とは属性に
差異が存在する可能性がある。従って、本研究結果をそのまま他集団に適応するこ
とはできず、一般化可能性に限界が存在する。しかしながら、事務系の職務内容は
総務、人事労務、経理などであり、一般的な事業場における事務部門と大きな違い
はないとも考えられる。また、日本の各地域や海外においても研究機関が集中して
いる同様の地域があり、他の政策的に開発された研究学園都市との比較も今後の課
題であると考えられた。 
8） 横断研究における回収率は 43.4%と、大規模な調査としては比較的高い回収率
であったが、質問項目が多かったために仕事が忙しく時間に余裕がない労働者ほど
回答しにくかった可能性がある。また、 研究への参加は任意であり、メンタルヘ
ルスに興味関心のある労働者が多く回答しているという標本抽出バイアスが存在
している可能性がある。それにより、母集団より SOC や精神的健康度が高い集団
を解析対象としていた可能性がある。今後はさらに回収率を高めるために、質問項
目の削減を検討することが課題として挙げられる。 
9） 横断調査の協力を得た筑波研究学園都市交流協議会は、民間企業及び公的機関
合わせて 99 機関からなる組織であり、これらの組織から縦断調査への同意を得る
ことが困難であった。本研究では、SEM を用いて因果関係の検討を行ったが、横
断研究であるため因果関係を証明する根拠の一つである関連の時間性を検討する
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ことができなかった。縦断調査を行って解析した場合、因果の方向が BSJS から
SOC ではなく、SOC から BSJS と本研究結果と逆になった可能性も否定すること
はできない。そのため、今後は、本調査の対象機関のなかで、縦断調査が実施出来
るよう引き続き検討することが重要であると考えられた。 
 
d. 本学位論文における限界点と課題 
 10） 本研究においては、縦断調査と横断調査から、SOC 向上のための知見が得られ
た。しかし、上記の限界で触れた通り、限られた集団における横断研究、観察研究
から得られた知見であるため、SOC と関連する心理社会的職場環境の要因やライ
フイベントや健康状態などの個人的要因について引き続き検討する必要がある。 
11） 本研究は SOC の経時的変化と心理社会的職場環境との関連を明らかにすること
を目的として行った観察研究であるため、本研究から SOC の変化による臨床的意
義を明らかにすることはできない。また、SOC の変化が身体的健康度、精神的健
康度に及ぼす影響といった臨床的意義については先行研究においてもほとんど検
討がなされておらず、更なる検討が必要である。 
12） SOC 向上を目指した介入効果については、現在世界でも研究が進行中であり、
未だ定まったエビデンスは得られていない。より長期の観察研究や介入研究では
SOC の可変性も示唆されてきており、今後は本研究で得られた知見も踏まえて、
SOC 向上を目指した介入研究を実施し、SOC が向上するか、また、SOC 向上に
より精神的な健康度が改善するかについて検討を行うことが必要だと考えられた。 
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第Ⅵ章 本研究結果の活用法と今後の展望 
 
職場における心の健康問題は労働衛生における喫緊の課題となっており、本研究結果の
労働者のメンタルヘルス対策への活用法と今後の展望についてまとめる。 
職場におけるメンタルヘルス対策に資するためこれまでに数多くの研究がなされてきた
が、その多くが、職業性ストレスや精神的健康度の定量化に着目して行われたものであっ
た。しかし、実際の個々人のストレス反応は、ストレス経験の認知様式などの主観的質的
要素の影響を受けるとされており、個人のストレス反応を考える際には、刺激―反応の概
念から個人の認知的評価と対処を導入した概念が主流となってきている。そのような中、
労働者の個体側要因として、ストレス対処力を反映する SOC が注目されてきている。 
SOC と身体的健康度、精神的健康度との関連についてはこれまでに数多くの研究がなさ
れ、SOC が身体的健康度および精神的健康度と強い関連を有することが明らかとなってい
る。そのため、SOC を高めることは労働者の心身の健康の保持増進に大きく貢献すると考
えられる。 
本研究からは、Antonovsky の説を裏付ける、成人期の SOC は安定しているが全く変化
しないわけではなく、変化する可能性を有するということが示され、SOC の向上を目的と
した介入の意義を示唆するものであると考えられる。 
SOC の形成には心理社会的職場環境が重要であるとされているが、概念が抽象的であり
それが具体的にどのような環境であるのかが不明瞭であり、そしてその影響力については、
個人の認識や個人の置かれる社会背景によって大きく異なると考えられる。本研究におい
て、定量的に評価された心理社会的職場環境（量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、裁
量度、達成感、同僚・上司の支援）が、SOC に及ぼす影響力を数値化して示すことができ
た。これには、心理社会的職場環境と SOC との関連の程度を明確化したという意義があ
ると考えられる。 
また、本研究においては、心理社会的職場環境要因が良好に保たれていたため、高い SOC
が維持できていたのか、SOC が高いため、心理社会的職場環境要因を良好に評価していた
のかについては明らかにすることはできなかった。しかし、第Ⅱ章の重回帰分析の結果及
び、第Ⅲ章の SEM の結果より、心理社会的職場環境が SOC に影響を与えることが示され
た。従って、心理社会的職場環境を良好に保つことが、SOC 向上に寄与する可能性が示唆
された。 
これらから、職場においてより有効なメンタルヘルス対策を推進するには、下記の点が
重要だと考えられる。労働者個人の能力や有するソーシャルサポートなどの資源を考慮し
て、業務の量的負荷、質的負荷のコントロールを行うことは、結果形成への参加の経験や
過小負荷と過大負荷のバランスの経験につながり、ストレス対処力を向上させることにつ
ながると考えられる。良好な人間関係の醸成は、ソーシャルサポートを得ることにつなが
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り、ストレス対処力の向上につながると考えられる。これらは、円滑な業務遂行にも有効
であり、労働者個人のストレス対処力の向上といった人材育成に寄与すると考えられる。
さらに、労働者個人の能力や職務内容を鑑み、労働者が裁量度を持てるよう設定すること
は、意思決定への参加経験を増やし、それにより結果形成への参加経験につながり、スト
レス対処力の向上につながると考えられる。また、達成感を得られるよう、業務の意義や
目的を労働者に示し理解を深められるよう助言指導を行うこと、労働者自身も自らの業務
の意義や目的を理解しながら業務を遂行することは、仕事上の喜びや誇りを得ることにつ
ながり、ストレス対処力の向上につながると考えられる。これは、労働者の相互理解を深
め、ソーシャルサポートを得ることにもつながると考えられる。さらに、産業保健スタッ
フが面談や心理社会的職場環境、精神的健康度の調査結果などから労働者個人、職場へフ
ィードバックすることで、これらの取り組みをより効果的に推し進めることができると考
えられる。 
これらの視点をもってメンタルヘルス対策を行うことで、SOC が向上すれば、労働者の
心身の健康の保持増進につながると考えられる。そのためには、労働者各個人はセルフケ
アとして、上司がラインケアとして取り組むとともに、事業場規模でもこれらの視点を持
ってメンタルヘルス対策に取り組み、産業保健スタッフがサポートしていく必要があると
考えられる。 
本調査結果は、厚生労働省労働安全総合研究事業 61)において検討がなされた、メンタル
ヘルス不全の予防だけでなく、健康の保持増進と労働生産性の向上を両立する新しい枠組
みの職場づくりに対しても大きな貢献をもたらすものと考えられる。 
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上昇群 低下群 p value
量的負荷 2.3±0.83 2.4±0.70 0.360
質的負荷 2.1±0.76 2.3±0.61 0.046
対人関係の困難 1.9±0.62 1.9±0.60 0.914
裁量度 2.5±0.68 2.5±0.62 0.456
達成感 2.6±0.79 2.6±0.73 0.902
同僚・上司の支援 2.7±0.53 2.6±0.59 0.374
量的負荷 2.4±0.80 2.7±0.72 0.004
質的負荷 2.2±0.78 2.4±0.68 0.037
対人関係の困難 1.9±0.69 2.0±0.80 0.243
裁量度 2.5±0.63 2.5±0.76 0.574
達成感 2.6±0.77 2.5±0.81 0.322
同僚・上司の支援 2.6±0.59 2.5±0.68 0.180
量的負荷 2.4±0.84 2.5±0.77 0.296
質的負荷 2.1±0.74 2.3±0.65 0.035
対人関係の困難 1.9±0.67 2.1±0.74 0.053
裁量度 2.5±0.69 2.4±0.69 0.442
達成感 2.5±0.80 2.4±0.81 0.871
同僚・上司の支援 2.6±0.62 2.5±0.65 0.446
量的負荷 2.4±0.80 2.5±0.83 0.605
質的負荷 2.2±0.76 2.3±0.66 0.323
対人関係の困難 2.0±0.67 2.1±0.73 0.086
裁量度 2.4±0.67 2.5±0.63 0.189
達成感 2.5±0.71 2.4±0.75 0.226
同僚・上司の支援 2.6±0.58 2.5±0.62 0.310
2007
2008
S.D.; Standard deviation
対応のないt検定
TableⅡ-6. SOC上昇群とSOC低下群のBSJSの比較(1)
年 変数名
score(平均±S.D.)
2005
2006
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上昇群 低下群 p value
量的負荷 2.5±0.76 2.6±0.77 0.132
質的負荷 2.1±0.67 2.3±0.67 0.010
対人関係の困難 2.0±0.73 2.1±0.74 0.108
裁量度 2.5±0.68 2.4±0.67 0.520
達成感 2.7±0.75 2.5±0.71 0.058
同僚・上司の支援 2.7±0.56 2.5±0.61 0.019
量的負荷 2.3±0.75 2.6±0.65 0.003
質的負荷 2.1±0.67 2.4±0.65    ＜0.001
対人関係の困難 1.9±0.65 2.2±0.79 0.003
裁量度 2.5±0.63 2.4±0.63 0.258
達成感 2.8±0.74 2.6±0.80 0.121
同僚・上司の支援 2.7±0.57 2.6±0.63 0.043
量的負荷 2.3±0.67 2.7±0.78 0.001
質的負荷 2.0±0.67 2.4±0.77    ＜0.001
対人関係の困難 1.7±0.54 2.2±0.79    ＜0.001
裁量度 2.6±0.62 2.4±0.64 0.013
達成感 2.7±0.74 2.4±0.71 0.001
同僚・上司の支援 2.8±0.57 2.4±0.59    ＜0.001
量的負荷 2.4±0.78 2.7±0.79 0.002
質的負荷 2.0±0.66 2.5±0.71    ＜0.001
対人関係の困難 1.8±0.54 2.3±0.69    ＜0.001
裁量度 2.6±0.57 2.4±0.58 0.038
達成感 2.7±0.67 2.3±0.70    ＜0.001
同僚・上司の支援 2.8±0.55 2.4±0.60 0.001
2009
2010
2011
2012
S.D.; Standard deviation
対応のないt検定
TableⅡ-7. SOC上昇群とSOC低下群のBSJSの比較(2)
年 変数名
score(平均±S.D.)
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FigureⅢ-1. SOC と心理社会的職場環境の因果モデル（数値は全て標準化推定値） 
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BSJS（Brief Scales for Job Stress） 
 
仕事についての各々の記述について、現在の状況に最もあてはまると感じる番号に○をつけ
て下さい。        
        
        
        
        
1）あまりに仕事が多すぎる              
2）仕事量が多くて、仕事がこなしきれない      
3）猛烈に働くことが必要だ        
4）期限に追われて仕事をすることがよくある         
5）仕事に行き詰まることがよくある          
6）複雑で困難な仕事が多い              
7）これまでの経験だけでは対処できない仕事をすることがよくある    
8）自分の仕事について、自分の意見を反映することができる     
9）仕事の進め方を、自分で決めることができる      
10）仕事のペースを自分で決めることができる              
11）職場で人間関係のトラブルがよくある      
12）職場のメンバー間の意志疎通がよくいっていない     
13）職場や仕事先に苦手な人がいる          
14）職場の人たちは、自分の仕事がスムーズにいくように配慮してくれる    
15）職場の人たちと気軽に話ができる       
16）仕事で困難なことが起きた場合、職場の人たちの援助・助言がえられる  
17）職場の人たちは、自分の個人的な問題にも相談にのってくれる      
18）やりがい、誇りをもてる仕事をしている      
19）自分の能力が発揮できる仕事である      
20）達成感や満足感を得られる仕事をしている      
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SOC（Sense of Coherence）13 項目 5 件法版 
 
 以下の人生についての質問で、１から７までのうち、あなたの感じ方を最もよく表している
段階の番号に、１つだけ○をつけてください。  
    
1 あなたは、自分のまわりで起こっていることがどうでもいいという気持ちになることがあ
りますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくない           とてもよくある 
 
2  あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことが
ありますか？                             
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった                いつもそうだった 
 
3  あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？                                            
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった               いつもそうだった 
 
4  今まで、あなたの人生は、                                           
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
明確な目標や目的はまったくなかった       とても明確な目標や目的があった 
 
5  あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？                                         
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある                    まったくない 
 
6 あなたは不慣れな状況の中にいると感じ、どうすればよいかわからないと感じることがあ
りますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある                         まったくない 
 
7 あなたが毎日していることは、                                                                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
喜びと満足を与えてくれる                      つらく退屈である 
  
8 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある              まったくない 
 
9 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある              まったくない 
 
10 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。                                    
   あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？                
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった             よくあった 
 
11 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
そのことを過大に評価したり、過小に評価してきた     適切な見方をしてきた 
 
12 あなたは、日々の生活で行っていることにほとんど意味がない、と感じることがあります
か？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある              まったくない 
 
13 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？                                                    
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある               まったくない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
SOC（Sense of Coherence）13 項目 7 件法版 
 
 以下の人生についての質問で、１から７までのうち、あなたの感じ方を最もよく表している
段階の番号に、１つだけ○をつけてください。  
    
1 あなたは、自分のまわりで起こっていることがどうでもいいという気持ちになることがあ
りますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくない            とてもよくある 
 
2  あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことが
ありますか？                             
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった         いつもそうだった 
 
3  あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？                                            
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった         いつもそうだった 
 
4  今まで、あなたの人生は、                                           
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
明確な目標や目的はまったくなかった       とても明確な目標や目的があった 
 
5  あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？                                         
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある               まったくない 
 
6 あなたは不慣れな状況の中にいると感じ、どうすればよいかわからないと感じることがあ
りますか？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある                     まったくない 
 
7 あなたが毎日していることは、                                                                                   
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
喜びと満足を与えてくれる                       つらく退屈である 
  
8 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある           まったくない 
 
9 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある           まったくない 
 
10 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。                                    
   あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？                
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった            よくあった 
 
11 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、                                                        
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
そのことを過大に評価したり、過小に評価してきた             適切な見方をしてきた 
 
12 あなたは、日々の生活で行っていることにほとんど意味がない、と感じることがあります
か？ 
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある           まったくない 
 
13 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？                                                    
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある            まったくない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
